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～ 目次 ～ 

 

① 対話と共創のまちづくり 

No. 事業区分 項目名 担当課 ページ 

１ 拡充 市民との対話によるまちづくりの推進 市民とつながる課 P.5 

2 拡充 産官学民との共創によるまちづくりの推進 
産官学共創課 

財務室財務担当 
P.6 

3 新規 あかしＳＤＧｓ後期戦略計画（明石市総合戦略）の策定 企画・調整課 P.7 

4 拡充 ＳＤＧｓの推進 産官学共創課 P.8 

5 継続 （仮称）公共施設配置適正化計画の策定 財務室財務担当 P.8 

6 拡充 市民にやさしいＤＸ（デジタル改革）の推進 

デジタル推進課 

都市総務課 

施設人材育成課 

障害福祉課 

こども育成室運営担当 

P.9 

7 新規 明石市人材育成基本方針の改定 職員室人材開発担当 P.10 

 

② 安全・安心のまちづくり 

No. 事業区分 項目名 担当課 ページ 

8 拡充 
市民ニーズに応じた多様な視点での避難所の充実（多様な

備蓄物資の充実と備蓄倉庫の新設） 

総合安全対策室 

あかし動物センター 

福祉総務課 

P.11 

9 拡充 ひなんサポーターの養成及び個別避難計画の作成 福祉総務課 P.12 

10 拡充 防犯カメラによる地域の防犯力向上 総合安全対策室 P.12 

11 継続 市役所新庁舎整備に向けた取組 
プロジェクト推進室プロ

ジェクト担当 
P.13 

12 継続 
安全で利便性の高い幹線道路の整備（山手環状線・江井ヶ

島松陰新田線） 
道路整備課 P.14 

13 拡充 鉄道におけるバリアフリー化と安全対策の実施 

都市総務課 

道路整備課 

交通安全課 

P.15 

14 新規 救急安心センター事業（＃７１１９）の導入 
保健総務課 

警防課 
P.15 

15 継続 消防署新中崎分署の整備 消防局総務課 P.16 

16 継続 地方独立行政法人明石市立市民病院のあり方の検討 保健総務課 P.16 

17 拡充 持続可能で安全・安心な水道水の供給に向けた取組 
水道局総務担当 

水道局工務担当 
P.17 

18 拡充 有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）への対応 

環境保全課 

水道局浄水担当 

健康推進課 

P.18 

19 拡充 上下水道事業の組織統合及び上下水道新庁舎の建設 

水道局総務担当 

水道局工務担当 

下水道総務課 

P.19 

20 継続 市営住宅の適正化に向けた集約化・廃止の取組 住宅課 P.20 
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③ こどもを核としたまちづくり 

No. 事業区分 項目名 担当課 ページ 

21 新規 1 か月児健康診査費用の助成 こども健康課 P.21 

22 拡充 
すべての５歳児を対象とした健康診査の実施（５歳児発達相

談事業の充実） 
こども健康課 P.21 

23 拡充 病児・病後児保育の拡充 こども育成室利用担当 P.22 

24 拡充 医療的ケア児への切れ目のない支援 

障害福祉課 

こども育成室運営担当 

学校教育課 

P.23 

25 拡充 障害児通所支援事業所巡回支援の実施 障害福祉課 P.24 

26 新規 公立幼稚園における５歳児クラス３０人学級の実施 こども育成室運営担当 P.24 

27 拡充 
公立保育施設におけるＩＣＴ化の推進（保育・教育支援シス

テムの活用） 
こども育成室運営担当 P.25 

28 継続 待機児童対策の実施 こども育成室施設担当 P.26 

29 継続 放課後児童クラブにおける児童数増加への対応 こども育成室施設担当 P.26 

30 新規 こども計画の策定 こども政策課 P.27 

31 拡充 公園を活用したプレーパークの実施 緑化公園課 P.27 

32 新規 こども若者交流施設あかしユースポートの開設 こども政策課 P.27 

33 継続 こども夢応援プロジェクトの実施 こども政策課 P.28 

34 拡充 あかし里親 100%プロジェクトの推進 さとおや課 P.29 

35 継続 ヤングケアラー支援の充実 地域共生社会室 P.29 

36 拡充 不登校児童生徒に対する支援のさらなる充実 児童生徒支援課 P.30 

37 継続 公設民営のフリースペースの運営 こども政策課 P.30 

38 新規 
中学校及び明石商業高等学校の体育館における空調設備

の新設 

教育企画室 

明石商業高等学校事務

局 

P.31 

39 新規 明石養護学校における教育環境の充実 
教育企画室 

学校教育課 
P.31 

40 新規 全中学校への防犯カメラの設置 教育企画室 P.32 

41 拡充 学校プールの老朽化に伴う水泳授業のあり方の検討 
教育企画室 

学校教育課 
P.32 

42 継続 食材価格高騰に伴う学校給食費支援 学校給食課 P.32 

43 継続 学校給食における地産地消の推進と有機食材の活用 学校給食課 P.33 

44 拡充 部活動の地域移行に向けた取組 学校教育課 P.33 
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④ インクルーシブのまちづくり 

No. 事業区分 項目名 担当課 ページ 

45 拡充 インクルーシブ施策の推進（当事者参画のまちづくり） 
インクルーシブ推進課 

都市総務課 
P.34 

46 拡充 ジェンダー平等の実現に向けた取組 インクルーシブ推進課 P.35 

47 継続 ＬＧＢＴＱ＋／ＳＯＧＩＥ施策の推進 インクルーシブ推進課 P.36 

48 拡充 ＤＶ被害者及び困難な問題を抱える女性への支援の充実 インクルーシブ推進課 P.37 

49 拡充 介護・障害分野のＤＸ推進・人材育成・施設整備の取組 
施設人材育成課 

障害福祉課 
P.38 

50 継続 物価高騰に伴う社会福祉施設等への支援 

高齢者総合支援室 

障害福祉課 

こども育成室利用担当 

こども育成室施設担当 

明石こどもセンター総務

課 

P.39 

51 新規 強度行動障害のある人へのグループホーム利用支援 障害福祉課 P.40 

52 拡充 日常生活用具の充実 障害福祉課 P.41 

53 拡充 帯状疱疹ワクチンの法定接種化と任意接種への一部助成 保健予防課 P.42 

54 拡充 認知症あんしんプロジェクトの推進 高齢者総合支援室 P.43 

55 拡充 高齢者等のフレイル予防の推進 

高齢者総合支援室 

地域共生社会室 

健康推進課 

P.44 

56 拡充 熱中症対策の推進 
健康推進課 

総合安全対策室 
P.45 

57 継続 明石市敬老優待乗車証事業の見直し 高齢者総合支援室 P.45 

58 拡充 明石市ひきこもり相談センターの機能強化 相談支援課 P.46 

59 継続 自殺対策の充実 相談支援課 P.47 

 

⑤ 豊かな自然を活かしたまちづくり 

No. 事業区分 項目名 担当課 ページ 

60 拡充 脱炭素社会実現（ゼロ・カーボンあかし）に向けた取組 環境創造課 P.48 

61 継続 住宅リフォーム費用助成の取組 商工政策課 P.49 

62 拡充 ごみの減量・再資源化の推進（ゼロ・ウェイストあかしの取組） 資源循環課 P.49 

63 継続 新ごみ処理施設の整備・運営に向けた取組 資源循環課 P.50 

64 拡充 ネイチャーポジティブの実現に向けた生物多様性保全の取組 

環境創造課 

プロジェクト推進室プロ

ジェクト担当 

P.51 

65 継続 豊かな海づくりの推進 
豊かな海づくり課 

下水道施設課 
P.52 

66 継続 ため池カルテの作成による地域資源の保全と活用 農業振興課 P.52 
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⑥ にぎわいのあるまちづくり 

No. 事業区分 項目名 担当課 ページ 

67 拡充 大蔵海岸の魅力向上の取組 

海岸・治水課 

産官学共創課 

文化・スポーツ室スポー

ツ振興担当 

インクルーシブ推進課 

P.53 

68 拡充 本のまち明石の取組 

プロジェクト推進室本の

まち担当 

教育企画室 

P.54 

69 拡充 西明石地区活性化に向けた取組 

プロジェクト推進室プロ

ジェクト担当 

緑化公園課 

P.55 

70 拡充 大久保駅周辺市有地の利活用に向けた取組 
プロジェクト推進室プロ

ジェクト担当 
P.56 

71 新規 スマートインターチェンジ設置に向けた検討 
プロジェクト推進室プロ

ジェクト担当 
P.56 

72 継続 旧市立図書館跡地の利活用に向けた取組 
プロジェクト推進室プロ

ジェクト担当 
P.57 

73 新規 明石駅前広場歩行者デッキの東側延伸に関する取組 
プロジェクト推進室プロ

ジェクト担当 
P.57 

74 新規 明石市観光振興基本構想の改定に向けた取組 シティセールス課 P.58 

75 拡充 天文科学館の魅力向上に向けた取組 天文科学館 P.59 

76 継続 文化博物館のあり方の検討 文化・スポーツ室 P.59 

77 継続 
都市景観形成基本計画の改定及び景観法に基づく景観計

画の策定 
都市総務課 P.60 

78 新規 都市公園の魅力向上の取組 緑化公園課 P.60 

79 新規 明石市中小企業奨学金返済支援事業の導入 商工政策課 P.60 

80 拡充 中小企業にかかる創業支援等の取組 商工政策課 P.61 

81 継続 明石市公設地方卸売市場のあり方の検討 商工政策課 P.61 

82 新規 野々池貯水池廃止に伴う今後のあり方の検討 

水道局総務担当 

水道局浄水担当 

農業振興課 

P.62 

83 新規 魚住東部地区の農業振興の推進 農業振興課 P.62 

84 拡充 農業経営・新規就農者への支援 農業振興課 P.63 

85 拡充 有害鳥獣の被害防止に向けた取組 農業振興課 P.64 
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新年度の主な取組（案） 

①  対話と共創のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

1 市民との対話に

よるまちづくり

の推進 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  多様な市民の声を幅広く聴き、対話を通して市民ととも

にまちづくりを推進するため、タウンミーティングを実施
するとともに、「ファシリテーション」に関する市民講座や
職員研修を実施する。 

また、「対話によるまちづくり」の更なる機運を醸成する
ため、啓発行事を開催する。 

 
【事業内容】 
 〇タウンミーティング等の実施 

・「こども会議」や「若者会議」などの年代別のタウンミ
ーティングや、幅広く対話を行えるテーマ別のタウン
ミーティングを実施し、参加者同士の対話を通じて、
多様な市民の声を聴くことにより、地域課題や市民ニ
ーズの解像度をあげ、市民とともにまちづくりを進め
る機運を高める。 

・個別分野における行政計画の策定、施設整備、施策運
営などに関するワークショップ等を通じて、「対話によ
るまちづくり」を推進する。 

○市民ファシリテーター養成講座の開催 
 ・地域の様々な場面で市民による対話を通したまちづく

りが進むよう、多様な人々の思いをつなぐ市民ファシ
リテーターの育成とフォローアップを行う。 

○職員向けファシリテーション研修の実施 
  ・市の様々な取組が市民との対話を通して市民目線で仕

事が進められるよう、市職員に対するファシリテーシ
ョン研修を実施する。 

○啓発行事の実施（新規） 
・「対話によるまちづくり」の更なる機運醸成を図るため、

市内各地で多様な主体によって「対話の場」が展開さ
れる啓発行事「（仮称）対話と共創のウィーク」を開催
する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

         

        

市民とつながる課 

4,421 

 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 4,421
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①  対話と共創のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

2 産官学民との共

創によるまちづ

くりの推進 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  対話でより明確になった地域課題や市民ニーズに対応し

ていくため、産業界、教育・研究機関等と市がそれぞれの
特性やネットワークなどのリソースを活用し、課題解決に
向けて取り組む共創のまちづくりを推進する。 

 
【事業内容】 
 〇明石市民間提案制度の推進 

・民間事業者等のアイデアやノウハウを活かした課題解
決につながる提案を募集し、「対話と共創」で事業化を
進める「明石市民間提案制度」を推進する。 

・2024年度に提案採用した事業の提案者と詳細協議を行
い、順次事業実施を決定する。 

・2025年度の提案募集に向けて、市の課題解決につなが
るテーマの設定を行う。 

 ○教育・研究機関等との連携（拡充） 
  ・包括連携協定を締結している教育・研究機関等との情

報共有や人的・知的資源の交流を促進し、地域の課題
解決を推進する。 

・兵庫県立大学との取組：健康福祉分野におけるデータ分
析と、その結果に基づく方策等の検討 

・新たな包括連携協定の締結に向けて、調整を進める。 
〇（仮称）共創プラットフォームの構築（新規） 

・産官学民が連携して課題解決に取り組むため、立場を
超えて多様な主体が参画し、「対話と共創」を継続的に
推進するための枠組みとして、（仮称）共創プラットフ
ォームの構築を検討する。 

 ○ネーミングライツの導入（新規） 
  ・新たな歳入確保に向けて、スポーツ施設等においてネ

ーミングライツの導入を図る。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

         

        

産官学共創課 

5,760 

 

 

財務室財務担

当 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 5,760
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①  対話と共創のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

3 あかしＳＤＧｓ

後期戦略計画（明

石市総合戦略）の

策定 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  あかしＳＤＧｓ前期戦略計画が2025年度までの計画期間

であるため、次期計画としてあかしＳＤＧｓ後期戦略計画
（2026年度～2030年度）を策定する。 

  
【事業内容】 
 〇計画の方向性 
  ・まちづくりの基本方針である「対話と共創」の考え方

を組み入れ、今後の社会経済情勢を見据えて、優先的
に取り組む施策を定める。 

 ○まちづくり数値目標（2030年度） 
  ・住みやすいと思う人の割合 100％ 
  ・総人口30万人の維持 

○市民参画手法 
 ・あかしＳＤＧｓ推進審議会における検討（３回程度） 

  ・ワークショップの実施（２回～３回） 
○スケジュール(案) 

  ・５月    第１回審議会（骨子案作成） 
  ・７月～８月 ワークショップ実施 
  ・８月    第２回審議会（素案作成） 

・11月    第３回審議会（後期戦略計画案作成） 
・１月    パブリックコメント実施 
・３月    後期戦略計画策定 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

         

        

企画・調整課 

1,299 

 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 1,299
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①  対話と共創のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

4 ＳＤＧｓの推進 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  あかしＳＤＧｓ推進計画（明石市第６次長期総合計画）

に基づき、パートナーシップによるＳＤＧｓの取組を更に
推進するため、「あかしＳＤＧｓパートナーズ登録制度」に
より、地域や市民団体・教育機関・事業者等の積極的な取
組を支援するとともに、市民への普及啓発活動を行い、市
民一人ひとりの取組を促進する。 

 
【事業内容】 
 ○ＳＤＧｓパートナーズ登録制度の実施 

・対 象：市内に活動拠点があり、市内でＳＤＧｓに関
する取組を行っている団体、教育機関、事業
所等 

・登録数：151団体（2024年12月現在） 
・ＳＤＧｓアドバイザーの派遣 

登録団体にアドバイザーを派遣し、ＳＤＧｓの取組
に関する支援を行う。 

・交流会・研修会の実施 
ＳＤＧｓに関する理解を深めるとともに登録団体同

士のつながりを創出するためのコーディネート機能を
持った場を提供する。 

  ・共創のまちづくりの推進に向けて、（仮称）共創プラッ
トフォームを構築し、ＳＤＧｓパートナーズ登録団体
の参画を促す。 

○市民への普及・啓発 
・あかしＳＤＧｓウィークやこども向けＳＤＧｓイベン

ト、パートナーズ登録団体による出前講座などを実施
することで、市民がＳＤＧｓの達成に向けて理解を深
め、行動する機運を高める。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

         

        

産官学共創課 

1,394 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 1,394

5 （仮称）公共施設

配置適正化計画

の策定 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  公共施設の総合的な管理を行うことにより将来的に持続

可能な施設運営を図るため、財政負担を軽減、平準化し、
計画的に更新・統廃合・長寿命化等を進める具体的な方針
である「（仮称）公共施設配置適正化計画」を策定する。 

 
【事業内容】 
 ○計画の策定 
  ・第１期（2015～2024年度）の計画目標（施設総量の縮

減）及び取組結果の検証 
  ・2025年３月に策定する「（仮称）みんなでつくる財政白

書」の方向性を踏まえ、第２期（2025～2034年度）の
計画目標や取組方針を設定 

 ○策定時期 
  ・2026年３月（予定） 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

    

財務室財務担

当 

1,099 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 1,099
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①  対話と共創のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

6 市民にやさしい

ＤＸ（デジタル改

革）の推進 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
市民サービスの充実や行政運営の効率化を図るため、Ａ

Ｉ・ＩｏＴなどの先端技術の積極的な活用を進め、市民の
暮らしや行政等のあらゆる分野でＤＸを推進する。 

とりわけ、デジタル技術の活用による「書かない窓口」「行
かない窓口」などの窓口改革を行い、市民の利便性向上を
図る。 

また、デジタル人材の育成を図るとともに、業務の効率
化による人的資源の再配分等を行い、より職員が市民に寄
り添った業務に注力できるよう、必要なデジタルツールを
整える。 
 

【事業内容】 
 《デジタル推進課》 

〇書かない窓口の推進 
・マイナンバーカードや運転免許証の情報を読み取り、

各種申請書に住所、氏名等が自動で印字できる機器
を導入する。 

〇行かない窓口の推進 
・オンラインで申請できる行政手続きを拡充する。 
・2024年度に新たにオンライン化した手続き：180件（見

込件数） 
・2025度以降、新たにオンライン化する手続：約800手

続（見込件数） 
・明石市施設予約システムを更新し、インターネット

予約ができる施設数を拡充するほか、オンライン決
済の対応を図る。 

〇キャッシュレスの推進 
・市の証明書発行窓口での手数料・使用料等の支払い

について、取扱量の多い窓口にキャッシュレス決済
及びＰＯＳレジを導入する。 

・導入窓口 ７か所 
 市民課、市民税課、資産税課・納税課（兼用）、大久

保市民センター、魚住市民センター、二見市民セン
ター、天文科学館 

・オンライン決済の導入：23件（公立保育所･こども園
における延長保育料等、有料公園施設における利用
料など） 

〇デジタル人材の育成 
・デジタル推進員制度により、デジタルツールを活か

した業務上の課題解決や実践を通じてデジタル人材
の育成を進めるとともに成果の横展開を図る。 

  〇ショートメッセージ機能の活用 
   ・携帯電話によるショートメッセージ機能を用いて、

市からの情報を市民にお知らせする。 
 

《都市総務課》 
  〇統合型・公開型ＧＩＳの導入による地図情報の公開 

（新規） 
・各課が個別に保有・公表している都市計画、道路、

上下水道、水路等の地図情報を整備、統合し、イン
ターネットで自由に閲覧可能となる公開型ＧＩＳを
構築する。 

 

デジタル推進

課 

39,950 

 

 

都市総務課 

48,000 

 

 

施設人材育成

課 

38,192 

 

 

障害福祉課 

31,346 

 

 

こども育成室

運営担当 

20,424 

 
 

国・県 15,658
起 債 0
その他 0
一般 24,292

国・県 38,192
起 債 0
その他 0
一般 0

国・県 16,361
起 債 0
その他 0
一般 14,985

国・県 24,000
起 債 0
その他 0
一般 24,000

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 20,424
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①  対話と共創のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

   
《福祉局》（38ページ参照） 

  〇福祉施設におけるＩＣＴ機器等の導入支援 
・ＩＣＴを活用した福祉施設における業務の効率化及

び職員の負担軽減 
・福祉現場におけるロボット技術を活用した介護業務

の負担軽減 
・ＩＣＴを活用した児童発達支援事業所における子ど

もの見守り環境の整備 等 
 

《こども育成室運営担当》（25ページ参照） 
 〇保育施設のＩＣＴ化 
  ・公立保育施設にタブレット端末を配備するとともに、

保育・教育システム（ＣｏＤＭＯＮ）を活用し、保
護者と保育施設との双方向のコミュニケーションを
図る。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

 

7 明石市人材育成

基本方針の改定 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  本市に必要な人材を確保・育成し、すべての職員がやり

がいを感じられる、働きやすい職場環境を整えていくため、
現行の明石市人材育成基本方針の改定を行い、職員を貴重
な人財と考える新たな基本方針について策定を行う。 

 
【事業内容】 
 〇明石市人材育成基本方針の改定 

・新たな基本方針の策定に向けた検討を行うため、2024
年８月に庁内公募で立ち上げた「みらい人財育成プロ
ジェクトチーム」において、引き続き、職員ワークシ
ョップを行うなど多様な職員の声を聴き取り、基本方
針に盛り込む内容（案）を提言としてまとめる。 

  ・プロジェクトチームで取りまとめた提言をもとに、外
部有識者等の意見も踏まえた上で、新たな基本方針を
策定する。 

 ○改定時期 
・2026年３月（予定） 

 
【ＳＤＧｓの目標】  

    

職員室人材開

発担当 

256 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 256
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② 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

8 市民ニーズに応

じた多様な視点

での避難所の充

実（多様な備蓄物

資の充実と備蓄

倉庫の新設） 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  災害時において、高齢者・障害者・女性・乳幼児等の避

難者が安心して避難生活を送れるよう、多様な視点を踏ま
えた備蓄物資を充実させるほか、避難所となる小中学校の
空きスペースが十分でない学校に備蓄倉庫を新設する。 

また、要配慮者に対する個別避難計画の作成促進に合わ
せて、福祉避難所の拡充等を行う。 

 
【事業内容】 

《総合安全対策室、あかし動物センター》 
〇備蓄物資（簡易ベッド、間仕切り、照明、ペット用品

等）の拡充及び妊産婦・乳幼児・動物等に必要となる
備蓄物資の選定・確保（拡充） 

〇避難所となる各小中学校への備蓄倉庫の整備（新規） 
 ・備蓄スペースが少ない学校に、備蓄倉庫を設置する。 
 ・設置場所：藤江小学校、沢池小学校、大久保南小学 
       校 

 
《福祉総務課》 

〇福祉避難所用備蓄物資（食糧・水、簡易ベッド等）の 
配備 

○福祉避難所の新規協定締結施設の拡充 
・2024年度：24施設（高齢者施設等）（2025年1月現在） 
・2025年度：34施設（高齢者施設等）（見込み） 

○災害時に電源確保が急務となる難病患者・医療的ケア
児への発電機・蓄電池の選定・確保（新規） 

○福祉避難所開設・運営訓練の実施 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

    

総合安全対策室 

4,702 

 

 

あかし動物セ

ンター 

250 

 

福祉総務課 

1,850 

 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 4,702

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 250

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 1,850
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② 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

9 ひなんサポータ

ーの養成及び個

別避難計画の作

成 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  近い将来発生が予想される南海トラフ地震などの災害時

においても迅速かつ確実に安全が確保できるよう、地域の
ひなんサポーターを養成する。また、災害時において避難
支援が必要な高齢者・障害者等の要配慮者一人ひとりにか
かる避難方法等を定めた個別避難計画の作成を促進するこ
とにより、地域でお互いに助け合う体制を構築する。 

 
【事業内容】 

自治会・町内会、民生委員・児童委員、福祉専門職、総
合支援センター、まちづくり協議会、障害当事者等団体と
市が連携し、災害リスクの高い沿岸部・河川流域を中心に、
個別避難計画作成を促進する。 
○個別避難計画の作成 

・2019年度～2023年度：197件作成済み（累計） 
・2024年度(12月時点)：61件作成済み 
・2025年度（新規） ：100件程度 

○難病患者及び医療的ケア児の個別避難計画の作成 
○地域・福祉専門職への助成・報酬 
○明石市ひなんサポーター研修の開催 

地域共助による支援体制の強化を図るため、要配慮者へ
の声かけや支援などを学ぶ参加者体験型の研修を開催
し、地域のひなんサポーターを養成する。 

○各地域版のミニひなんサポーター研修（仮称）の開催 
（新規） 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

福祉総務課 

5,409 

 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 665
一般 4,744

10 防犯カメラによ

る地域の防犯力

向上 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  安全・安心のまちづくりを推進するため、2024年度より

実施している地域の防犯カメラ設置補助事業について、補
助額の上限を引き上げるとともに、市管理施設における防
犯カメラの更新・増設に取り組む。 

 
【事業内容】 
 〇自治会等が防犯カメラを設置・更新する費用への補助 

・対  象：自治会等 
・補 助 率：2/3（1/3は自治会等の負担） 
・補 助 額：上限12万円/1台 

(ポール設置ありの場合は上限18万円/１台) 
  ・補助台数：20台 

(１団体につき２台まで。応募多数の場合は抽選) 
   ※参考：2024年度の補助 
   ・補 助 額：上限６万円/１台 

(ポール設置ありの場合も同額) 
   ・補助台数：20台(応募多数の場合は抽選) 

〇市直営の防犯カメラの更新・増設 
・市直営の防犯カメラを更新し、順次ネットワーク化を

図るとともに増設を行う。 
・2022年度73台→2026年度120台 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

  

総合安全対策

室 

26,600 

 

 

 

国・県 800
起 債 10,400
その他 0
一般 15,400
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② 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

11 市役所新庁舎整

備に向けた取組 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  「すべての人にやさしいスリムでスマートな庁舎」を基

本理念とし、「災害時の対応力強化」、「バリアフリー・ユニ
バーサルデザインの導入」、「効率的な行政サービスの提
供」、「環境への配慮とライフサイクルコストの縮減」、「ま
ちのシンボルと憩い・交流の場の創出」の５項目の方針の
もと、市役所新庁舎の整備に取り組む。 

 
【事業内容】 

〇仮設駐車場の整備・現立体駐車場の解体後、新庁舎の建
設工事に着手する。 

〇建設工事と並行して、新庁舎の窓口サービスのあり方や
庁舎移転計画等について検討を進める。 

〇隣接する明石港東外港地区と現庁舎跡地との一体的な土
地利用について、県と連携を図りながら検討を進める。 
＜新庁舎概要＞ 

・整備場所：現在地（立体駐車場敷地） 
・階  数：７階建て（７階は棟屋部分のみ） 
・延床面積：約21,000㎡（現行約22,600㎡） 
・概算工事費：約191億円 

※現庁舎等解体費、外構整備費を含む。 
※開発３工区（来庁者駐車場・公用車駐車場）の整

備費用及び工事費以外の金額（工事監理費、備品
購入費、電話・情報機器の整備費、移転費用等）
は含まない。 

＜今後の取組予定＞ 
   ・2025年度～2027年度：建設工事 
   ・2028年度     ：移転、供用開始 
   ・2028年度～2029年度：現庁舎解体、外構工事 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

      

プロジェクト

推進室プロジ

ェクト担当 

564,257 

 

 
 

国・県 0
起 債 488,200
その他 54,252
一般 21,805
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② 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

12 安全で利便性の

高い幹線道路の

整備（山手環状

線・江井ヶ島松陰

新田線） 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  交通渋滞の解消や都市交通の円滑化など道路機能の向上

及び周辺の土地利用増進などを図るため、幹線道路の整備
を進める。 

 
【事業内容】 
 〇山手環状線（大窪工区） 

国道２号の渋滞緩和及び安全で快適な通学路の確保を
図るため、ＪＲ西明石駅圏とＪＲ大久保駅圏を結ぶ環状
道路である山手環状線について、未整備となっている大
窪工区の整備を行う。 

・事業延長：700ｍ 
・事業期間：2020年度～2026年度 
・2025年度：道路築造工事、用地買収、 

物件移転補償等 
・事 業 費：総事業費 約40億円 

2025年度 312,036千円 
〇江井ヶ島松陰新田線 

国道２号や県道神戸明石線の渋滞緩和を図るため、大
久保北部と神戸市西区を結ぶ幹線道路である江井ヶ島松
陰新田線について、整備を行う。 

・事業延長：1,500ｍ 
・事業期間：2016年度～2026年度 
・2025年度：道路築造工事、埋蔵文化財調査、用地買

収、物件移転補償等 
・事 業 費：総事業費 約22億円 

2025年度 536,300千円 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

    

道路整備課 

848,336 

 

 
 

国・県 330,000
起 債 456,300
その他 0
一般 62,036
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② 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

13 鉄道におけるバ

リアフリー化と

安全対策の実施 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
障害者や高齢者をはじめ、誰もが安全で安心に鉄道及び

踏切を利用できるよう、駅のバリアフリー化と施設の安全
対策を実施する。 

 
【事業内容】 

○山陽電鉄藤江駅 
《バリアフリー化事業》 

・整備内容：階段のスロープ化、バリアフリートイレ
の設置 ほか 

・事業期間：2023年度～2027年度（予定） 
2023年度、2024年度 協議、設計 
2025年度～ 整備工事 

・総事業費：約6.2億円 
・2025年度市負担額 

事業費 107,000千円×1/6＝17,833千円 
（負担割合：県1/6、市1/6） 

《駅周辺整備事業》 
・整備内容：藤江踏切拡幅、ロータリー整備 

自転車駐車場整備 
・事業期間：2025年度～2027年度（予定) 
・事業費 ：約1.0億円 
・2025年度：詳細設計、仮自転車駐車場整備 

11,500千円 
○ＪＲ明石駅（１・２番線） 

・整備内容：ホームドア（昇降式ホーム柵）の設置 
・事業期間：2021年度～2025年度 

2023年度～ 設置工事 
※設置工事費は鉄道駅バリアフリー料金制 

度を活用するため、市負担はなし。 
○板額踏切 

踏切内に歩道を設置し安全対策を行う。 
・施行延長：16.7ｍ（踏切部） 
・事業期間：2024年度～ 
・2025年度：現況調査、予備設計 8,000千円 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

都市総務課 

17,833 

 

 

道路整備課 

19,500 

 

 

 

交通安全課 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 17,833

国・県 3,000
起 債 14,800
その他 0
一般 1,700

14 救急安心センタ

ー事業（＃７１１

９）の導入 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
市民の不安軽減及び安心・安全な暮らしの提供を図るた

め、急な病気やけがをしたときに、救急車を呼んだほうが
いいのかなど、迷った際の相談窓口として電話で専門家か
らアドバイスを受けることができる電話相談事業を実施す
る。 

 
【事業内容】 

〇24時間365日対応の電話相談事業 
  ・救急相談（緊急性の有無、応急手当の方法など） 
  ・症状に応じた医療機関の案内など 
 〇実施主体等 
  ・県と県内各市町との連携により県全域で実施予定 
  ・事業費：11,300千円 

（明石市負担額。うち特別交付税措置1/2、県1/4） 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

   

保健総務課 

11,300 

 

 

警防課 

 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 11,300
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② 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

15 消防署新中崎分

署の整備 

 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  火災をはじめとする各種災害の防御及び被害を軽減し、

市民の生命・身体・財産を守るため、消防活動拠点となる
新中崎分署の建設を行う。 

また、脱炭素社会の実現に向けてＺＥＢ化することで、
環境にやさしい庁舎を目指す。 

  
【事業内容】 
 ・2023年度：基本設計 

・2024年度：実施設計  
・2025年度～2026年度：建設工事  
・事業費：総事業費 約19億円 

    2025年度 285,200千円 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

    

消防局総務課 

285,200 

 

 

 

国・県 0
起 債 285,200
その他 0
一般 0

16 地方独立行政法

人明石市立市民

病院のあり方の

検討 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  市民病院の再整備について、有識者会議等の検討内容を

踏まえ、市の基本的な方針を定めるとともに、その方針に
基づき、市民病院が担うべき医療機能や規模、再整備手法
等について、さらなる具体化を進めるため、基本構想の策
定に着手する。 

 
【事業内容】 
 〇基本方針の策定 

・策定時期：2025年度中 
 〇（仮称）市民病院基本構想策定委員会の開催 
  ・検討内容：基本方針を踏まえ、市民病院が担うべき 

具体的役割や診療機能の方向性等 
  
【ＳＤＧｓの目標】 

  

保健総務課 

29,264 

 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 12,650
一般 16,614
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② 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

17 持 続 可 能 で 安

全・安心な水道水

の供給に向けた

取組 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  持続可能な経営基盤を確立し、安全・安心な水道水を安

定して市民に供給するため、円滑な水源転換に向けた取組
を進める。 

  また、本市水道事業が、将来にわたり安定的に事業を継
続していくための指針となる経営の基本計画として、次期
明石市水道事業経営戦略を策定する。 

 
【事業内容】 
 ○水源転換に伴う取組 
 ＜2025年度協議内容等＞ 
  ・阪神水道企業団加入に係る手続き 
   加入負担金：支払年度 2024年度、2025年度 
         総  額 約1,800,000千円 
         2025年度    900,000千円  
 ＜2025年度工事・委託予定＞ 
  水道広域化推進プラン関連事業 
  ・神戸市連絡管布設（その２）工事   
  ・神戸市連絡管布設（その３）工事詳細設計委託 
  ・事業期間：2023年度～2030年度 
  ・事 業 費：総事業費 約3,430,000千円 
        2025年度    324,500千円 
   ※2025年度事業費のうち、162,250千円は一般会計から

の出資 
 ○次期明石市水道事業経営戦略の策定 
  ・明石市上下水道事業経営審議会において、経営基盤の

強化策も含めた次期経営戦略の内容を審議し、審議会
からの答申に沿った経営戦略の策定に向けた取組 

  ・事業期間：2025年度～2026年度 
  ・事 業 費：総事業費 25,654千円 
        2025年度 23,554千円 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

水道局総務担

当 

923,554 

 

水道局工務担

当 

324,500 

 

 

 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 923,554
一般 0

国・県 0
起 債 162,200
その他 50
一般 162,250
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② 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

18 有機フッ素化合

物（ＰＦＡＳ）へ

の対応 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  健康被害の懸念が指摘されている有機フッ素化合物（Ｐ

ＦＡＳ）の代表的な物質であるＰＦＯＳ・ＰＦＯＡについ
て、市内の汚染源の有無や汚染状況を把握するため、河川
等の水質検査を強化する。 

また、2020年４月から、水道水における水質管理目標設
定項目として、暫定目標値が設定されたことに伴い、明石
川河川水からの取水を完全に廃止するまでの間、水道水の
ＰＦＡＳ低減対策に継続的に取り組み、安全・安心な水道
水を供給する。 

加えて、健康に不安を感じている市民に対応するため、
あかし保健所において健康相談等を実施する。 

 
【事業内容】 
 《環境保全課》 

〇河川等における水質検査の強化（拡充） 
・市内４河川や地下水のＰＦＯＳ・ＰＦＯＡの検査頻

度及び検査地点数を増やし、監視の強化を図る。 
〔河 川〕2024年度：８回→2025年度：18回 
〔地下水〕2024年度：１地点→2025年度：５地点 

 
《水道局》 

○ＰＦＡＳ低減対策 
   ・野々池貯水池に貯留する水道原水への粉末活性炭の

注入 
・活性炭吸着池での粒状活性炭の交換頻度を早め、浄

水処理中の工程水のＰＦＡＳ除去対策を強化 
  ＜2025年度業務予定＞ 
   ・明石川浄水場活性炭吸着池機能維持管理業務委託 
   ・粉末活性炭購入費 
   ・水質検査業務委託 
   ・事業費：2025年度 191,780千円 
 
 《健康推進課》 

〇健康相談等の実施 
・ＰＦＡＳによる健康不安を感じている市民への健康

相談等の実施。 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

     

環境保全課 

1,500 

 

 

水道局浄水担

当 

191,780 

 

 

健康推進課 

 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 1,500

国・県 0
起 債 0
その他 191,780
一般 
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② 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

19 上下水道事業の

組織統合及び上

下水道新庁舎の

建設 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  水行政分野の共通課題に効率的かつ機能的に対応し、市

民の安全・安心な暮らしを確保するため、2025年度から水
道局（水道事業）及び都市局下水道室（下水道事業）を組
織統合し、体制強化を図る。 

  また、市役所新庁舎建設に起因する水道局の移転に伴い、 
 拠点となる施設を明石川浄水場内に整備する。 
 
【事業内容】 
 〇上下水道庁舎の建設 
   ＜庁舎概要＞ 

・整備場所：明石川浄水場内（大道町1丁目11-1） 
  ・構  造：ＲＣ造 ２階建て 
  ・延床面積：約1,900㎡ 
  ・事 業 費：総事業費 約1,670,000千円 
                2025年度 40,000千円 
  ・工事概要：庁舎建設、備品購入、敷地造成、外構整備、 

既存施設撤去 
  ・取組内容：2024年度～2025年度 実施設計 
       ：2025年度～2027年度 建設工事 
  ・供用開始：2027年度中（予定） 
 
   ※水道事業及び下水道事業の占有面積率によって各事 
    業で費用を負担 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

      

水道局総務担

当 

 

 

水道局工務担

当 

21,200 

 

 

下水道総務課 

18,800 

 

 

 

国・県 0
起 債 21,200
その他 0
一般 0

国・県 0
起 債 18,800
その他 0
一般 0
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② 安全・安心のまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

20 市営住宅の適正

化に向けた集約

化・廃止の取組 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  公共施設配置の適正化に向けて、将来的な市営住宅のあ

り方を示した「明石市営住宅整備・管理方針（2024年３月
策定）」に基づき、集約化・廃止対象の住宅について入居者
の移転を促進する。 

 
【事業内容】 
 〇集約化・廃止対象住宅 
  ・16住宅763戸 
  【参考】継続管理を目標に長寿命化を図る住宅：15住宅 
  1,324戸 
 〇入居者の移転の促進 
  ・入居者に対する説明会、戸別訪問意向調査、住替え意

向調査、移転先の候補となる市営住宅の見学会、移転
希望者に対する個別内覧会等の実施 

  ・高齢者や障害者等、福祉制度や福祉サービスを利用し
ている方が多く入居していることから、エレベーター
を設置している市営住宅への移転を促進 

  ・移転先となる市営住宅の空家修繕及び移転料等の支給 
 〇移転に伴う入居者支援 
  ・移転に伴う不安や負担の軽減を図るため、移転に必要

な手続の支援や関係機関と連携して、移転後のサポー
トの実施 

  ・生活の困りごとへの対応や必要な福祉サービスを利用
していない方への制度説明など支援に繋げる取組の実
施 

 〇用途廃止住宅の解体に向けたアスベスト含有調査と測量
を実施 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

 

住宅課 

31,000 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 31,000



21 

 

 

③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

21 1 か月児健康診

査費用の助成 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  乳児の健康状態を早期に把握し、疾病及び異常の早期発

見と適切な指導を行うため、１か月児健康診査に係る費用
を助成する。 

 
【事業内容】 
 〇対象者 

・１か月児（2025年４月１日以降に出生したこども）の
保護者 

〇対象者数 
 ・約2,900人 

 〇助成額 
 ・4,000円を上限として、健診１回を助成 

 〇健診項目 
 ・身体発育状況、栄養状態、疾病及び異常の有無等 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

こども健康課 

12,600 

 

 

 

国・県 5,800
起 債 0
その他 0
一般 6,800

22 すべての５歳児

を対象とした健

康診査の実施（５

歳児発達相談事

業の充実） 
 

 

（拡充） 

 

【趣旨・目的】 
  就学前児童の健やかな発達を支援するため、言語の理解

能力や社会性が高まり、発達障害が認知される時期である
５歳児の保護者を対象に問診等を行うことで、こどもの発
達状況や特性を早期に把握し、適切な支援につなげる。 

 
【事業内容】 
 〇対象者 

・すべての５歳児とその保護者 
 〇対象者数 
 ・約2,700人 
〇内容 

・従来、５歳児発達相談を希望する保護者に行っていた
問診をすべての５歳児の保護者を対象に問診票を返送
していただくことで、こどもの発達状況と特性を把握
し、評価を行う。 

・保育施設と連携し、受診体制の強化を図る。 
・問診票の回答をオンライン化することにより、利便性

向上を図るとともに、こどもと保護者への早期支援に
つなげる。 

・支援の必要なこどもに対しては、相談希望の有無に関
わらず、相談機関の情報提供や心理士による個別相談
を案内する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

こども健康課 

765 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 765
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

23 病児・病後児保育

の拡充 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  保護者の子育て及び就労の両立を支援するため、保育所

や放課後児童クラブ等での保育が困難な病児・病後児を一
時的に保育する病児・病後児保育事業について、受入枠を
拡充する。 

 
【事業内容】 
 〇病児・病後児保育施設における受入枠の拡充 
  ・医療機関が主体又は、保育所や認定こども園等の保育

施設が医療機関と連携を図りながら、専用のスペース
や施設において、病児・病後児の保育を行う事業者に
対して運営費を負担する。あわせて、必要となる施設
整備に対して補助する。 

  ・現状施設：３か所 
病児保育室にこ（明石市立市民病院）、病児保育室ひだ
まり、病児保育室ふたば（江井島病院） 

  ・現状定員：19人 
  ・新規開設：2025年度１か所（大久保～魚住エリア） 
  ・移転拡充：江井島病院の移転に伴い、病児保育室を拡

充する。（定員４人→６人） 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

こども育成室

利用担当 

142,273 

 

 

 

国・県 85,628
起 債 23,000
その他 0
一般 33,645
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

24 医療的ケア児へ

の切れ目のない

支援 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
医療的ケアが日常的に必要なこども（医療的ケア児）や

その家族の日常生活及び社会生活を地域全体で支えるた
め、保健・医療・福祉・保育・教育等が連携し、切れ目な
い支援体制を構築する。 

 
【事業内容】 
 《障害福祉課》 

〇医療的ケア児等相談窓口の設置 
・看護師を配置し、医療的ケア児及びその家族からの相

談に対応する。 
・兵庫県医療的ケア児支援センターをはじめとする関係

機関との連絡・調整を行う。 
 〇医療的ケア児等支援協議会の開催 

・個々の医療的ケア児のライフステージに応じた切れ目
のない連携、情報共有の仕組みを構築し、総合的な支
援施策を検討する。 

〇医療的ケア児保護者交流会の開催（拡充） 
・保護者同士の情報交換や先輩保護者への相談ができる

交流会を各地域において開催する。 
〇医療的ケア児支援ハンドブックの改訂、配布（拡充） 

  ・「医療的ケアの種類」、「医療的ケア児の１日の生活」、「災
害対策」など新たな内容を盛り込み、充実を図る。 

 ・医療的ケア児に関する事項の市民等への普及啓発に取
り組む。 

 
《こども育成室運営担当》 
〇医療的ケアを実施する保育所等への支援 

・市と訪問看護ステーション等との委託契約に基づく看
護師派遣 

・看護師を配置して医療的ケアを行った保育施設に補助
金を交付 

 
《学校教育課》 
〇医療的ケア児への見識を備えた「市内統括看護師」の明 

石養護学校等への派遣（１名） 
・市内小中学校に通学する医療的ケア児への支 
 援を統括する看護師を配置 

  ・福祉局等の関係部署・機関と連携し、就学前の医療的 
ケア児への支援体制を整備 

〇明石養護学校の通学車両における指導的立場の看護師の
配置（１名） 

 ・新たに従事する派遣看護師への統括的な指導 
 ・児童生徒の状態や医療的ケアが変更になった際の引継 
  ぎ 
 ・ヒヤリハットやアクシデント時の組織的な体制の構築 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

障害福祉課 

1,470 

 

 

こども育成室

運営担当 

83,152 

 

 

学校教育課 

7,945 

 

 

 

国・県 735
起 債 0
その他 0
一般 735

国・県 50,446
起 債 0
その他 0
一般 32,706

国・県 3,945
起 債 0
その他 0
一般 4,000
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

25 障害児通所支援

事業所巡回支援

の実施 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
障害児通所支援事業所における支援の質の向上を図るた

め、専門職等による事業所の巡回支援を行い、一人ひとり
に寄り添った療育の提供を目指す。 

 
【事業内容】 

〇事業所巡回支援 
・対象：市内全ての障害児通所支援事業所（2024年12月

時点で児童発達支援・放課後等デイサービス合
わせて135事業所） 

・内容：有識者会議で策定した評価基準に基づき、専門
職等を派遣し、事業所における支援の評価を実
施する。 
＜評価内容＞ 

アセスメントの手法、個別支援計画の目標の
設定状況、総合的な支援プログラムの実施状
況等 

〇巡回支援による評価結果のフィードバックと研修等の実
施（拡充） 
・巡回支援を実施した事業所に、市が作成した自己分析

シート（仮）をフィードバックして支援の質の向上に
取り組む。 

 ・事業所評価や事業所からのニーズに応じた支援の質の
向上に資する研修を実施する。 

 ・本事業の周知・啓発及び療育の魅力を伝えるため、保
護者向けの講習会を実施する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

障害福祉課 

7,879 

 

 

 

国・県 7,349
起 債 0
その他 0
一般 530

26 公立幼稚園にお

ける５歳児クラ

ス３０人学級の

実施 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  よりきめ細やかな教育・保育を推進するため、公立幼稚

園の５歳児クラスにおいて、国の幼稚園設置基準で定めら
れている１学級35人以下の学級編成を市独自に30人以下に
編成する。 

 
【事業内容】 
 〇５歳児クラスを１学級30人以下の編成とするため、クラ

ス増設に必要な幼稚園教諭を確保する。 
・学級増が見込まれる園数 ３園 
・必要となる幼稚園教諭数 ３人 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

  

こども育成室

運営担当 

14,500 

 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 14,500
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

27 公立保育施設に

おけるＩＣＴ化

の推進（保育・教

育支援システム

の活用） 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
公立保育施設における保護者の利便性と保育・教育の質

の向上を図るため、公立保育施設にタブレット端末を配備
するとともに、保育・教育支援システム（ＣｏＤＭＯＮ）
を活用し、保護者と保育施設との双方向コミュニケーショ
ンを図る。 

 
【事業内容】 

〇対象施設 
・公立の全保育施設 

（保育所10か所、幼保連携型認定こども園１か所、 
幼稚園型認定こども園27か所） 

〇活用方法 
＜保護者＞ 

・アプリ上での出欠連絡やお迎えの時間変更連絡 
・園だよりや行事予定をアプリで閲覧 
・体温や食事等の保育施設での様子をアプリで確認 

（０～２歳児クラスのみ） 
＜保育施設＞ 

・保護者へのリアルタイムでの一斉連絡 
・活動記録や保育施設での振り返りにおけるタブレッ 

ト端末の活用 
・登降園の状況等をシステムで管理することによる保 

育者間の情報共有の円滑化 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

こども育成室

運営担当 

20,424 

 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 20,424
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

28 待機児童対策の

実施 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
2026年４月の待機児童解消を図るため、施設整備や既存

施設の活用などにより、合わせて約130人規模の受入枠の拡
充を行うとともに、必要な保育士の確保策を実施し、保育
の量と質を確保する。 

 
【事業内容】 

〇受入枠の拡充 合計133人 
・小規模保育施設の設置等：７施設133人 

〇保育士の処遇改善 
・私立保育所等の保育士の定着を促進するため、採用後

７年間で最大160万円の定着支援金を支給 
・保育士の処遇改善を実施する私立保育所等に対し、月

額給与増額分の１/２(限度額１万円)を助成 
・採用から５年までの保育士のために私立保育所等が宿

舎を借り上げる場合、その費用の一部を助成 
〇保育士の就労支援 

・保育士総合サポートセンターによる求職者と保育所等
のマッチングの実施、出張相談の実施 

・保育士就職フェアや保育所見学バスツアーの開催 
・保育士養成学校への積極的なＰＲの実施 

〇保育所職場環境向上に向けた取組 
・保育士の定着のため職場環境向上に取り組む法人に支

援金を交付し、法人の取組内容を保育士総合サポート
センターのＨＰ等でＰＲする、いきいき保育職場応援
事業の実施 

〇保育の質の向上に向けた取組 
・施設長や新卒保育士向けの研修の実施 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

こども育成室

施設担当 

971,471 

 

 

 

国・県 538,923
起 債 50,100
その他 17,500
一般 364,948

29 放課後児童クラ

ブにおける児童

数増加への対応 
 

 

（継続） 

 

 

【趣旨・目的】 
小学校の児童数の増加などに伴う放課後児童クラブの児

童数増に対応するため、既存施設の活用や児童クラブ棟の
整備を進めるとともに、児童クラブ支援員の確保に取り組
むほか、その他の対応策について検討を行う。 

 
【事業の内容】 

〇朝霧小学校児童クラブ室の整備 
・利用開始：2025年７月（予定） 
・規  模：２教室２階建て（全４教室） 
・リース期間：５年間 

〇有資格の支援員の確保 
・放課後児童支援員認定資格研修の実施により、資格を

持つ支援員の増加につなげるなど、支援員の質の向上
を図るとともに適切な配置を行う。 

○児童数増加に係る対応策の検討 
 ・児童数増加に伴い受入枠を超過する児童クラブの対応

策について検討を行う。 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

     

こども育成室

施設担当 

1,192,658 

 

 

 
 

国・県 488,437
起 債 6,900
その他 495,943
一般 201,378
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

30 こども計画の策

定 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  こども基本法に基づき、すべてのこども・若者が身体的、

精神的、社会的に幸せな状態で生活を送ることができるよ
う「（仮称）あかし版こども計画」を策定し、「こどもまん
なか社会」の実現を目指す。 

 
【事業内容】 
 〇「（仮称）あかし版こども計画」の策定 
  ・ワークショップ等によるこども・若者との対話 
  ・こども・若者による計画の策定 
  ・オンラインによる常設の意見聴取フォームの整備 

・若者等に向けた意識調査の実施 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

       

こども政策課 

3,057 

 

 

 

国・県 1,400
起 債 0
その他 0
一般 1,657

31 公園を活用した

プレーパークの

実施 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  こどもの好奇心や想像力を育み、健やかな成長を支援す

るため、五感を活かして自分の責任で自由に遊ぶことがで
きる遊び場「プレーパーク」を実施する。 

 
【事業内容】 
 〇プレーパークの継続実施（拡充） 
  場所：大蔵海岸公園、明石公園等 
  回数：10回程度 

〇プレーパークに関わる人材の育成（新規） 
 ・プレーパークで専門的に従事するプレーワーカーやサ

ポーター等を育成するための研修を実施する。 
 〇プレーパークに関する補助金制度の創設（新規） 
  ・市民団体等による自主的なプレーパークの開催をサポ

ートするため、補助金制度を創設する。 
  ・補助額：１団体上限20万円（想定） 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

緑化公園課 

5,300 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 1,000
一般 4,300

32 こども若者交流

施設あかしユー

スポートの開設 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
小中高生の交流の促進や居場所を確保するため、こども

第三の居場所西部施設内に、音楽・学習・イベントなど多
様な活動や取り組みができるユーススペースを開設し、若
者の多様な活動をサポートする。 

 
【事業内容】 

○「こども若者交流施設 あかしユースポート」の開設 
・場所：こども第三の居場所西部施設内 
・利用開始：2025年４月１日（予定） 
・内容：音楽や学習、イベントなどの多様な活動ができ 

るスペースを、放課後・休日にも一般開放する。 
 ○若者の多様な活動のサポート 
  ・若者会議とも連携し、若者の声を聞きながら、よりよ 

い環境づくりと活動支援を行う。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

こども政策課 

49,000 

 

 
 

国・県 14,658
起 債 0
その他 9,600
一般 24,742
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

33 こども夢応援プ

ロジェクトの実

施 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  親の意向や経済的状況に依拠せず、自らの意思で安心し

て夢に向かうことができるよう、高等学校進学に向けた給
付型奨学金を支給するとともに、学習・生活のサポートを
行う。 

 
【事業内容】 
 〇給付型奨学金の支給 

①入学準備金 30万円（上限） 
・高校入学に際して必要となる費用 

（入学金、施設設備費、制服代、教科書代など） 
②在学時支援金 毎月１万円（原則３年間） 

・高校在学中に必要となる費用 
（クラブ活動費、学用品費、通学費など） 

※国の児童手当拡充に伴い2025年度募集から毎月５
千円の予定 

○奨学生を対象とした学習・生活サポート 
①学習支援 

・高校入試に向けた学習・相談支援 
②学校生活支援 

・専門の相談役（チューター）による、高校進学後の
学校生活や日常生活の相談支援 

〇募集人数 
・150名 

○財源 
・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

こども政策課 

138,330 

 

 

 

国・県 129,350
起 債 0
その他 608
一般 8,372
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

34 あかし里親 100%
プロジェクトの

推進 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  すべてのこどもが家庭のぬくもりを感じながら一人ひと

りに望ましい環境で生活できるよう、里親家庭を更に増や
していくとともに、里親養育に対する支援の充実を図るこ
とにより、こどもが安全・安心に育ち、自立できる環境づ
くりを推進していく。 

 
【事業内容】 

〇里親制度の啓発・リクルート 
・あかし里親センターにおいて、各種媒体による周知啓

発、重点地域での出張里親相談会等を実施 
・短期間こどもを養育するショートステイ里親の推進 

〇里親の養育力及び里親等委託率の向上に向けた取組(拡
充） 
・里親基礎研修（年６回）、里親登録前研修（年４回） 
・養育技術向上のためのテーマ別勉強会の実施 
・未委託里親への研修を充実させ、子どもの受託に向け

た支援を強化 
〇里親養育への支援 

・市内のこどもと交流できる施設の利用補助 
・里親子のマッチングに係る費用の補助 

〇関係機関との連携 
・あかし里親推進連絡会議における関係機関（乳児院、

児童養護施設、里親会など）の連携強化 
・明石地区里親会による里親相互の研鑽・交流 

  ・里親子応援会議による関係機関と連携した里親支援 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

さとおや課 

12,623 

 

 

 

国・県 5,916
起 債 0
その他 0
一般 6,707

35 ヤングケアラー

支援の充実 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 

実態が表面化しにくいヤングケアラーとその家族が抱え

る負担の軽減等を図るため、ヤングケアラーの認知度と理

解度の向上及び相談窓口の周知に取り組むほか、早期把握

に努め、関係各課等と連携し必要な支援を行う。 

 

【事業内容】 

〇ヤングケアラーの認知度向上・理解促進の取組 

こどもや周囲の大人に対して、ヤングケアラーへの気

づきと理解の促進を図る。また、こども自身が SOS を発

信できるよう相談窓口について周知啓発を行う。 

〇ヤングケアラーへの支援に係る取組 

・支援関係各課等の実務担当者によるチーム会議を開催

し、支援策等について検討するとともに、既存施策を

活用するなどして、当事者とその家族が抱える負担の

軽減を図る。 

・児童・生徒を対象にしたアンケート調査の結果等を踏

まえ、必要な支援策について検討し、取り組む。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

      

地域共生社会室 

464 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般  464
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

36 不登校児童生徒

に対する支援の

さらなる充実 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  様々な状況にある不登校児童生徒一人ひとりに対し丁寧

な支援を実施するため、小中学校に「校内フリースペース」
を設置し、職員を配置する。また、市内外のフリースクー
ル等へ通うこどもに対して利用料の助成を行う。 

 
【事業内容】 
 ○校内フリースペースの設置 
  ・設置数：市内全13中学校、14小学校 

（うち、2025年度７小学校に新設） 
・校内フリースペースについて、よりこどもたちが安心

して過ごせる空間として整備を進める。 
 ○職員（居場所サポーター）の配置 

・すべての「校内フリースペース」に専属の職員として
「居場所サポーター」を配置し、個々に応じた学習や
生活の支援を行う。 

 〇フリースクール等利用料助成制度 
・フリースクール等に通う児童生徒の利用料の一部を助

成する。 
・対象者数：約40人 

  ・支給金額：月額１万円（上限）×12月 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

児童生徒支援

課 

62,130 

 

 

 

国・県 17,275
起 債 0
その他 0
一般 44,855

37 公設民営のフリ

ースペースの運

営 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  学校になじめないなど、様々な悩みを抱えるこどもたち

の健全な育成を図るため、公設民営のフリースペースを運
営する。 

 
【事業内容】 
 〇公設民営のフリースペースの運営（市内２か所） 

・利用対象者：市内在住の６～18歳の児童生徒及び保護 
       者 
・定員：東部・西部の各施設30名 

  ・実施形態：運営業務委託 
・実施内容：こどもが安心できる空間での遊びや学習支

援、こどもや保護者からの相談支援など 
   
【ＳＤＧｓの目標】 

     

こども政策課 

76,233 

 

 

 

 

国・県 26,986
起 債 0
その他 9,600
一般 39,647
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

38 中学校及び明石

商業高等学校の

体育館における

空調設備の新設 
 

 

（新規） 

 

 

民間提案採択事業 

【趣旨・目的】 
 近年、気候変動の影響から猛暑による熱中症のリスクが
高まっているため、市内全中学校と明石商業高等学校の体
育館に空調設備を整備する。 

  
【事業内容】 

○対象施設 
  ・市内全中学校及び明石商業高等学校の体育館 
 ○事業内容等 
  ・熱中症対策の効果が高く、必要経費及び環境負荷を低

く抑える「大風量のエアコン」を導入。 
  ・設置台数：１校あたり約３～５台想定 
  ・空調機器の設置に伴う高圧受変電設備の改修 
  ・民間提案制度による試行的取組として１～２校の体育

館に遮熱シートを設置し、遮熱効果を検証 
  ・2025年７月から稼働予定 
  
【ＳＤＧｓの目標】 

 

教育企画室 

341,000 

 

 

明石商業高等

学校事務局 

29,000 

 

 

国・県 0
起 債 341,000
その他 0
一般 0

国・県 0
起 債 29,000
その他 0
一般 0

39 明石養護学校に

おける教育環境

の充実 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  明石養護学校における児童生徒数の増加に伴う教室不足

に備えるため、新たな校舎を建設する。 
また、医療的ケア及び特別な支援を要する児童生徒に対し

て、安心安全な教育環境を確保するため、室内温水プールを
備える明石市立総合福祉センターにおいて水泳授業を実施
する。 

 
【事業内容】 
 〇新設棟の概要 

・２階建て10教室分の校舎を運動場に建設する。 
・2026年２月末までに建設完了予定 

  ・リース総額 349,800千円（2025年度から５年間） 
※5,830千円（５年リースの１ヶ月分）×60ヶ月 
※2025年度予算は2026年３月の１ヶ月分5,830千円 

○総合福祉センターにおける水泳授業の実施 
・市立総合福祉センターへの送迎は通学車両を使用予定。

（通学車両の委託予算を増額） 
・プール内にプールフロアを設置して水深を調整するこ

とで、児童生徒の不安を和らげ、水泳に取り組みやす
い環境を整備する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

教育企画室 

5,830 

 

 

学校教育課 

700 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 5,830

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 700
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

40 全中学校への防

犯カメラの設置 

 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  学校における犯罪や不審者の侵入を抑止するため、全中

学校に防犯カメラを設置する。 
 
【事業の内容】 
 〇防犯カメラ設置対象学校 
  市内全中学校（13校） 
 ○防犯カメラ等の１校当たりの設置台数 

・防犯カメラ：２～４台 
・モニター：１台 

 ○事業費 
  19,500千円（1,500千円/１校）   
 
【ＳＤＧｓの目標】 

 

教育企画室 

19,500 

 

 
 

国・県 9,750
起 債 8,700
その他 0
一般 1,050

41 学校プールの老

朽化に伴う水泳

授業のあり方の

検討 
 

 

（拡充） 

 

【趣旨・目的】 
  老朽化に伴い、全面改築が必要な学校プールが増えるな

か、水泳授業を継続的に実施するため、学校ごとに必要経
費の比較や民間委託の実現可能性などを検討し、今後の水
泳授業の実施方針を決定する。 

 
【事業内容】 
 〇水泳授業の民間委託 
  ・谷八木小学校 

2024年度に引き続き、水泳授業の民間委託を実施する。 
  ・清水小学校（新規） 

水泳授業の民間委託を試行実施する。 
 ○プールの全面改築 
  ・朝霧小学校（新規） 

プールの全面改築工事のための設計委託を実施する。 
委託費 21,700千円  

  
【ＳＤＧｓの目標】 

 

教育企画室 

21,700 

 

 

学校教育課 

18,300 

 

 

 

 

国・県 0
起 債 19,500
その他 0
一般 2,200

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 18,300

42 食材価格高騰に

伴う学校給食費

支援 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  社会・経済情勢の変化に伴う食材価格の高騰に直面する

中、現行の学校給食の質や量を維持するとともに、引き続
き保護者負担の軽減を図るため、学校給食食材の価格上昇
相当分を公費助成する。 

 
【事業内容】 

〇食材価格の上昇相当分を学校給食支援事業補助金として
学校給食会に補助することで、保護者に新たな負担を求
めないようにする。 
・小 学 校：47円/１食 対象者数 17,349人 
・中 学 校：55円/１食 対象者数  7,961人 
・実施期間：2025年度（１･２･３学期） 
・事 業 費：225,000千円 

  ・財  源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
を活用 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

学校給食課 

225,000 

 

 

 

国・県 225,000
起 債 0
その他 0
一般 0
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③ こどもを核としたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

43 学校給食におけ

る地産地消の推

進と有機食材の

活用 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  地域の産業・自然の恩恵に対する理解やふるさと明石へ

の愛着を育むとともに、児童生徒の環境への意識向上を図
るなど食育を推進していくため、学校給食において、地元
産及び有機の食材を取り入れた献立を提供する。 

 
【事業内容】 
 〇地元産の農水産物や有機の食材を提供する「有機・地産

地消給食の日」を設定する。 
・生産者団体や市場関係者等と連携しながら、地元の農

水産物や有機食材を調達し、それらを使用した献立を
生きた食育の教材として提供する。 

・大学と連携して生産者の顔がみえる動画を制作する等、
地元の農水産物や有機食材について児童生徒へ広く啓
発を行う。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

      

学校給食課 

15,000 

 

 

 

国・県 15,000
起 債 0
その他 0
一般 0

44 部活動の地域移

行に向けた取組 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  生徒がスポーツや文化に親しむことができる機会を確保

するため、中学校における休日部活動の地域移行に向け、
生徒のニーズを踏まえたスポーツや文化活動の体制整備を
進める。 

 
【事業内容】 
 〇モデル事業の実施 
  ＜実施競技＞ 
   ・剣道・柔道  
  ＜実施内容＞ 
   ・休日に剣道部へ指導者を派遣する学校を拡大 
   ・休日に全中学校を対象とした合同練習の実施 

○指導者確保のための人材バンクのモデル実施 
 〇部活動の地域移行に向けた体制整備の検討 
 〇市としての方向性を明らかにする検討会議の開催 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

学校教育課 

12,535 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 12,535
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

45 インクルーシブ

施策の推進（当事

者参画のまちづ

くり） 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  あかしインクルーシブ条例の理念に基づき、様々な立場

の人の「心のバリアフリー」の浸透を図るため、インクル
ーシブアドバイザー制度の利用促進を図るなど、ハード整
備の過程における実質的な当事者の参画を推進していく。 

 
【事業内容】 

〇ユニバーサルデザインのまちづくりの推進（拡充） 
  明石市バリアフリーマスタープランで定めた促進地区

における基本構想の策定 
  策定済み：西明石地区、藤江地区、魚住地区 
  2025年度策定予定：明石地区 
〇インクルーシブアドバイザー制度の利用促進 
 ・インクルーシブアドバイザー制度 
  アドバイザー：専門家３名、当事者５名 
  実施回数：８回程度 

  ・アドバイザー制度の利用を前提とした商店街・自治会
等インクルーシブ補助制度 
ハード整備：500千円（上限） 
ソフト整備：250千円（上限） 

〇アドバイザーのスキルアップ研修 
  ・インクルーシブアドバイザーに対する参加体験型の研 
   修 

〇合理的配慮の提供を支援する助成制度 
  ・利用実態を踏まえた助成額の上限見直し 
   スロープ等の物品購入助成：100千円→150千円（上限） 
   バリアフリー工事施工助成：200千円→300千円（上限） 

〇インクルーシブビーチプロジェクト（新規） 
・障害のある人も安心して海水浴を体験できるイベント

の開催 
   実施場所：大蔵海岸 

実施回数：年２回（内1回は講習会を兼ねる） 
・今後の本格的な運営、事業化に向けた調査・検討 

〇ホテル等のバリアフリー化促進 
  ・市内ホテル等に対して、バリアフリー化を目的とした 

客室整備やスロープの設置費用の一部を助成 
・補助率：1/2 
・補助額：上限100万円（1施設につき年間） 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

インクルーシ

ブ推進課 

7,941 

 

 

都市総務課 

2,000 

 

国・県 2,836
起 債 0
その他 0
一般 5,105

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般  2,000
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

46 ジェンダー平等

の実現に向けた

取組 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  性別等に関わりなく、誰もがその個性と能力を十分に発

揮することができる社会の実現を目指し、市民・地域・企
業等とのパートナーシップにより、様々な施策を展開する。 

 
【事業内容】 
 〇学校向けジェンダー教育・研修事業の実施（拡充） 
  ・ジェンダー教育推進校の設置（小・中学校６校） 
  ・児童生徒、教職員、保護者等を対象としたジェンダー

教育、研修機会の提供 
 〇地域向けジェンダー教育、研修事業の実施 
  ・地域におけるジェンダー平等を推進するための講座プ

ログラムの策定（新規） 
・研修講師の派遣先の拡大 

 ○市民向けジェンダーギャップ解消、女性活躍推進事業の
実施 

  ・性別役割分担にとらわれない家事育児参画の推進をテ
ーマにした官民連携セミナー 

  ・幅広い分野における女性リーダーの育成セミナー 
  ・デジタル人材育成セミナー 
  ・女性の活躍推進に向けたネットワークの促進 
  ・企業との協働による理工チャレンジ 
 〇中小企業ジェンダー平等促進制度助成金 
  ・助成対象：誰もが働きやすい職場づくりに向けた就業 

規則の作成費用 
 〇誰もが外出しやすい環境整備（男性用トイレへのサニタ

リーボックス設置） 
 〇「きんもくせいプロジェクト」の実施 
  ・全市立小・中・高等学校・養護学校（全43校）のトイ

レに生理用品を配備 
  ・若者や女性が立ち寄りやすい施設や窓口での生理用品

の配付及び相談対応 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

         

インクルーシ

ブ推進課 

10,154 

 

 

 

国・県 1,496
起 債 0
その他 0
一般 8,658
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

47 ＬＧＢＴＱ＋／

ＳＯＧＩＥ施策

の推進 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  ソジー（ＳＯＧＩＥ）（※）に関わらず、すべての市民が

自分自身を大切にし、自分らしく生き、互いを認め合える
「ありのままがあたりまえのまち」の実現に向けて、ＬＧ
ＢＴＱ＋当事者に寄り添った支援を行うとともに、市民理
解を促進するため、ＬＧＢＴＱ＋／ＳＯＧＩＥ施策を推進
する。 

 

 （※）ソジー（ＳＯＧＩＥ） 

   性的指向、性自認、性表現のことで、誰もが持つ性の 
要素。性の多様性を表す言葉。 

 
【事業内容】 
 〇研修、啓発の充実 

・市民がソジーを知り、どんなソジーの人も大切にでき
るよう「ソジトモ」の普及を促進 

・ソジーを尊重した取組を進めようとする学校・病院・
企業等を登録する「ソジトモ・スター・カンパニー」（企
業版・学校版・医療機関版）制度の普及促進 

・市民向け講演会、地域関係者等に向けた出前講座、事
業者等に対する研修等の実施 

・ＳＮＳ等を活用した情報発信 
 〇学校との連携強化 
  ・小・中学校等の児童生徒に向けた出前講座を拡充 
  ・教職員研修の実施 
  ・図書室、保健室、職員室等への書籍の配付 
 〇相談支援の充実 
  ・相談窓口の更なる周知 

・相談事案への支援対応、関係機関との調整 
 〇関係機関との継続的な連携 
  ・ネットワーク会議による関係者との連携強化 
   委員：７名程度（地域、医療、商工関係者等） 
  ・アドバイザー会議における施策の検討 
   委員：７名程度（活動団体の代表、有識者等） 
 〇パートナーシップ・ファミリーシップ制度の充実 

・制度の更なる周知、情報発信 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

         

インクルーシ

ブ推進課 

5,614 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 100
一般 5,514
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

48 ＤＶ被害者及び

困難な問題を抱

える女性への支

援の充実 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  ＤＶ被害者や困難な問題を抱える女性を取り巻く課題

は、生活困窮や疾病・障害、家庭関係破綻など、年々複雑・
多様化、複合化しており、適切な支援を行うため、支援施
策の充実を図る。 

 
【事業内容】 
 〇緊急一時保護事業の充実 

・緊急一時保護前の宿泊支援の実施（新規） 
・ペット同伴での緊急一時保護の実施（新規） 
・男性被害者の緊急一時保護所の確保 

 ○避難後の生活再建に向けた地域定着支援（地域生活リス
タート支援事業）の充実 

  ・民間支援団体と連携し、新たな生活を再建するための
面接、電話相談、コーディネートの実施 

 ○ステップハウス事業の本格実施（拡充） 
  ・市営住宅を活用したステップハウス事業の本格実施 
 ○ＤＶ被害者支援に関わる支援者の養成及び実践力向上

（拡充） 
・民間支援団体への委託による支援者養成講座の実施 
・講座受講者の実践力向上を目指した初級編から上級編
までステップアップが図れる研修体系の整備 

 ○多様な機関と連携した「地域ぐるみのＤＶ対策」の推進
（拡充） 

○有識者との協働により、加害者対応を含めた被害者支援
のあり方について調査・検討 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

   

インクルーシ

ブ推進課 

8,307 

 

 

 

国・県 2,473
起 債 0
その他 0
一般 5,834
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

49 介護・障害分野の

ＤＸ推進・人材育

成・施設整備の取

組 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  介護・障害分野の施設における業務の効率化及び職員の

負担軽減、福祉サービスの充実を図るため、福祉分野にお
けるＤＸを推進する。 

また、質の高い福祉サービスを継続的に提供できる環境
を整えるため、総合的な人材の育成及び確保に向けた方策
を実施するとともに、高齢者施設及び障害者グループホー
ム等の整備を促進する。 

   
【事業内容】 

＜ＤＸの推進＞ 
 〇福祉施設におけるＩＣＴ機器等の導入支援 

・ＩＣＴを活用した福祉施設における業務の効率化及び
職員の負担軽減 

・福祉現場におけるロボット技術を活用した介護業務の
負担軽減 

・ＩＣＴを活用した児童発達支援事業所における子ども
の見守り環境の整備 等 

 
＜人材育成・確保＞  
〇介護等人材確保・資格取得支援事業 

・研修や試験の受講費の助成を行う。 
・対象者：市内の福祉事業所等で働く職員及び法人 
・支給額：支払った受講料等の一部（個人1/2、法人3/4

で上限６万円） 
・初任者研修に係る補助を上乗せし、全額補助とする。 

 〇介護支援専門員継続支援事業 
  ・対象者：資格更新を行った介護支援専門員、主任介護

支援専門員 
・支給額：介護支援専門員３万円 

主任介護支援専門員５万円 
〇市主催のサービス管理責任者等研修の実施 
〇市単独での「就職説明会」の開催（年１回） 
〇各種研修・試験対策講座の実施 

・マネジメント研修（虐待防止研修、管理職研修） 
・ケアマネジャー試験対策講座の実施（新規） 
・福祉施設新人職員向け研修の実施（新規） 

〇県と共催による就職説明会、再就職支援講習の開催等 
 

＜施設整備＞  
○高齢者施設の整備補助 

・特別養護老人ホーム 
・認知症グループホームほか 

○障害者グループホームの整備補助 
 〇定期巡回サービス事業者参入促進事業 
  ・人件費助成、賃借料助成 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

施設人材育成

課 

1,171,873 

 

 

障害福祉課 

31,346 

 

 

 

 

 

 

国・県 944,278
起 債 169,500
その他 890
一般 57,205

国・県 16,361
起 債 0
その他 0
一般 14,985
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

50 物価高騰に伴う

社会福祉施設等

への支援 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  物価高騰等が続く中、障害福祉・介護サービス等の社会

福祉施設事業者の経営上の負担軽減を図り、サービス利用
者への安定的なサービスの提供確保につなげるため、支援
金を支給する。 

 
【事業の内容】 
 〇障害福祉・介護サービス等事業者 
  ・予算額：83,600千円 
  ・対象者：960施設（障害：396施設、介護：564施設） 

〇民間保育施設等 
 ・予算額：21,000千円 

・対象者：149施設 
〇児童養護施設等 
 ・予算額：1,400千円 

・対象者：15施設 
〇財源 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用 
 〇実施時期 
  ・2025年４月より順次実施 

※各支援金の補助単価は、県の補助単価をベースに地域の
実情等を考慮して設定する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

高齢者総合支援室 

障害福祉課 

83,600 

 

 

こども育成室

利用担当 

施設担当 

21,000 

 

 

明石こどもセ

ンター総務課 

1,400 

 

国・県 82,094
起 債 0
その他 0
一般 1,506

国・県 21,000
起 債 0
その他 0
一般 0

国・県 1,400
起 債 0
その他 0
一般 0
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

51 強度行動障害の

ある人へのグル

ープホーム利用

支援 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  強度行動障害（※）のある人が安心して地域で暮らすこ

とができるよう、強度行動障害のある人を受け入れるグル
ープホームの専門性向上と人員体制の強化を支援する。 

 
（※）強度行動障害とは、自傷、他害など本人や周囲の人の

暮らしに影響を及ぼす行動が、著しく高い頻度で起こる
ため、特別に配慮された支援が必要になっている状態の
こと。 

 
【事業内容】 

〇専門的かつ手厚い支援を実施する強度行動障害のある人
を受け入れるグループホームへの加算（新規） 
・強度行動障害支援者養成研修修了者を配置し、専門的

な支援を実施するグループホームを対象とする。 
・強度行動障害のある人へ手厚い支援を実施するために

国の報酬体系以上の人員配置を行った場合に市独自で
加算を行う。 

国の加算 30:1以上、12:1以上 約1,000円/日 

市の加算① ２倍配置（6:1以上） ＋1,000円/日 

市の加算② ３倍配置（4:1以上） ＋2,000円/日 

市の加算③ ４倍配置（3:1以上） ＋3,000円/日 

市の加算④ ５倍配置（2.5:1以上） ＋4,000円/日 

 
 〇強度行動障害のある人への地域支援 

・強度行動障害のある人への地域における支援体制の整
備に向けた検討を行う。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

障害福祉課 

29,000 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 29,000
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

52 日常生活用具の

充実 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  障害者等の日常生活がより円滑に行われるよう、福祉用

具の給付事業を充実させることで、障害福祉の増進を図る。 
 
【事業内容】 
 〇暗所視支援眼鏡の支給（新規） 
  ・対象者の要件（以下の①～④全てに該当する方） 

①12歳以上の方 
②視覚障害による身体障害者手帳所持者や、網膜色素

変性症等により夜盲又は視野狭窄の症状がある難病
患者 

③白杖を使用した単独歩行が可能な方 
④暗所視支援眼鏡を装着する必要性や使用にあたって

の安全性が医師からの意見書により確認できる方 
・支給額：198,000円（耐用年数８年） 

〇紙おむつの支給要件の緩和（拡充） 
  ・給付要件の緩和を行い、重度障害者及びその家族の経

済的負担の軽減を図る。 
（現行）脳性麻痺等脳原性運動機能障害による肢体障

害の身体障害者手帳を所持し、かつ重度の知
的障害者 

（改正）脳性麻痺等脳原性運動機能障害による肢体障
害の身体障害者手帳所持者、または重度の知
的障害者 

  
【ＳＤＧｓの目標】 

   

障害福祉課 

85,990 

 

 

 

 

国・県 64,492
起 債 0
その他 248
一般 21,250
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

53 帯状疱疹ワクチ

ンの法定接種化

と任意接種への

一部助成 
 
 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  高齢者の帯状疱疹の発症と重症化予防を目的として、帯

状疱疹ワクチンが2025年度より予防接種法に基づく定期接
種に位置付けられるため、本市の接種体制を整備する。 

また、任意接種への県の補助事業を活用し任意接種費用
の一部を助成する。 

 
【事業内容】 

○高齢者帯状疱疹予防接種(法定接種分) 
  2025年４月１日～（予定） 

種類 
生ワクチン 
（ビケン） 

不活化ワクチン 
（シングリックス） 

対象者※1 

①年度末に65・70・75…100歳の5歳刻
み年齢の市民（初年度に限り100歳以上
の市民も対象） 
②接種時点で60～64歳のヒト免疫不全
ウイルスによる免疫の機能に障害を有
する市民（厚生労働省令で定める者） 

接種回数 １人１回 １人２回 

自己負担額 4,000円 11,000円 

接種場所 指定医療機関※2 

※１ ①は５年間、経過措置として実施。 
経過措置終了後は65歳の市民のみ対象となる。 

※２ 指定外の医療機関で接種する場合は、助成金を 
後日償還払い。 
 

○帯状疱疹予防接種費用の一部助成(任意接種分)  
  2025年４月１日～2026年３月31日 

種類 
生ワクチン 
（ビケン） 

不活化ワクチン 
（シングリックス） 

対象者 

接種時点で50～60歳の市民 
※過去に帯状疱疹予防接種費用の助成
を受けたことがある市民及び法定接種
の対象者を除く。 

助成回数 １人１回限り 

助成金額 
4,000円 

（うち県補助1/2） 

接種場所 ワクチン取扱医療機関 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

 

保健予防課 

48,650 

 

 

 

国・県 3,400
起 債 0
その他 0
一般 45,250
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

54 認知症あんしん

プロジェクトの

推進 
 

 

（拡充） 

 

 

民間提案採択事業 

【趣旨・目的】 
  認知症になっても誰もが安心して暮らし続けることがで

きるよう、認知症あんしんまちづくり条例に基づき、まち
のみんなで認知症を理解し、支え合う認知症施策を推進す
る。 

 
【事業内容】 
 〇あかしオレンジサポーター制度の推進 

・オレンジサポーター養成講座の開催 
・地域支援を行うシルバーサポーター及び在宅支援を行

うゴールドサポーターの養成及び活動支援 
・認知症当事者によるオレンジピアサポーター活動の周

知及び支援 
・認知症の人やその家族、サポーターを中心とした「チ

ームオレンジ」の活動支援 
 〇「認知症啓発推進月間」（９月）における啓発事業の実施 
 〇認知症あんしんプロジェクトの推進 

・75歳到達者へのオレンジチェックシート送付及びチェ
ックシート提出結果による認知症診断費用全額助成、オ
レンジタクシー券又はＧＰＳ貸出基本料金１年間無料
の給付 

・認知症サポート給付金（１人あたり２万円）の給付 
・あかしオレンジ手帳及びあんしんチケット（宅配お弁

当券、寄り添い支援サービス券、お試しショートステ
イ券）の交付 

 ・高齢者補聴器購入費の一部助成（上限２万円） 
・官民連携による「認知症あんしんネットワーク会議」 

の開催 
○新たな見守り支援サービスの導入検討（新規） 
 ・官民連携で事業化を図る「明石市民間提案制度」にお

いて採択された、「みまもりあいプロジェクト」（緊急
連絡ステッカー及び捜索配信アプリ）の導入に向け、
運用方法や有効性などの検証を進め、新たな見守り支
援サービスの拡充を図る。 

 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

   

高齢者総合支援室 

54,782 

 

 
 

国・県 31,413
起 債 0
その他 19,333
一般 4,036
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

55 高齢者等のフレ

イル予防の推進 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  高齢化が進展するなか、フレイルを予防し健康寿命を延

ばすため、フレイル対策と介護予防を一体的に実施するこ
とで、心身機能の特性の理解や、個々の状態に応じた健康
づくりの取組を推進する。 

 
【事業内容】 

〇フレイルサポーターの養成及びフレイルチェック会の 
開催 
・市内４か所にある「ふれあいの里」や地域において、

フレイル予防活動に携わる「フレイルサポーター」を
養成するとともにフレイルチェック会を開催 

〇介護予防活動の支援 
・体操等の介護予防活動を行う自主グループに対し、健

康運動指導士等の専門職を派遣し、グループ毎の運動
指導と活動継続を支援 

・地域の集会所等において、体力チェックや介護予防に
関する講話、体操等を行う教室を開催し、その後も自
主グループ化までを支援 

〇フレイル個別相談の実施 
・栄養士、歯科衛生士、理学療法士等の専門職によるフ

レイル予防に関する相談窓口を保健所内に設置 
〇地域における健康教育の実施 

・まちづくり協議会等地域の団体との協働により、地域
において栄養、口腔、運動を中心としたフレイル予防
に関する健康教育を実施 

〇各種関係団体との連携による介護予防の取組（拡充） 
・まちなかゾーン会議等で、医師会等医療関係者、まち

づくり協議会等地域団体、地元ボランティア等、各種
関係団体と連携して、介護予防を推進 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

高齢者総合支援室 

2,013 

 

 

地域共生社会室 

1,289 

 

 

健康推進課 

942 

 

 

 

国・県 379
起 債 0
その他 495
一般 1,139

国・県 481
起 債 0
その他 644
一般 164

国・県 0
起 債 0
その他 942
一般 0
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

56 熱中症対策の推

進 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  近年、猛暑日の増加に伴い、熱中症による救急搬送者数

が高い水準で推移していることを踏まえ、一時的に暑さを
しのぎ涼しく過ごせるよう、タウンミーティングの声を受
け、ひと涼みスポットの設置・拡充に取り組むとともに、
市民が適切な熱中症予防行動をとることができるよう情報
発信の強化を行う。 

 
【事業内容】 
 〇ひと涼みスポットの充実（拡充） 

・公共施設・民間施設合計55か所に加え、新規登録施設
を募集する。 
（開設期間：６月１日～10月31日） 

  ・改正気候変動適応法に基づく指定暑熱避難施設（クー
リングシェルター）として登録する。 

  ・ひと涼みスポットであることが一目で分かるのぼりを
新たに作成し、施設に設置する。 

○情報発信の強化 
・リーフレット・ポスター等による啓発 
・ＳＮＳ等を活用した注意喚起 

  ・民間企業や地域まちづくり組織と連携した健康づくり
イベント等を活用した啓発 

  ・イベント時の熱中症対策に関する手引きの作成 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

健康推進課 

750 

 

 

総合安全対策室 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 750

57 明石市敬老優待

乗車証事業の見

直し 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  高齢者の社会参加を促進し、社会的交流を通じて生きが

いの向上に資するため、バス共通寿優待乗車証、タクシー
利用券を交付する。 

 
【事業内容】 
 〇対象 

・70歳以上の市民 
〇路線バス・コミュニティバス（Ｔａｃｏバス）〔継続〕 

・路線バス 120円  
・コミュニティバス（Ｔａｃｏバス） 無料 

※財源の一部について物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金を活用 

〇タクシー利用券〔改定〕 
・令和元年度に市制施行100周年記念イベント等への外出
支援として、以後もコロナ禍における支援のために継続
していた増額についてその目的を終えたため、従前の交
付額に戻す。 
〔現行〕4,000円分→〔改定〕2,000円分 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

高齢者総合支援室 

213,252 

 

 
 

国・県 22,300
起 債 0
その他 0
一般 190,952
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

58 明石市ひきこも

り相談センター

の機能強化 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
ひきこもりの当事者や家族の抱える生きづらさに寄り添

いきめ細かい支援を行うため、「明石市ひきこもり相談セン
ター」の機能を更に充実させるとともに、当事者の社会参
加の一歩となる居場所支援や家族支援の強化を図る。 

 
【事業内容】 
 〇安心できる居場所づくり 

・民間団体への補助金交付による居場所開設促進（４か
所程度）。 

・当事者の経済的自立に向けた就労体験、訓練などの就
労（準備）支援を促すため、補助上限額を加算。 

・「メタバース（仮想空間）」を活用したプログラムを提
供する場合も上限額を加算。 

 ○家族支援の強化 
  ・家族相談や家族教室の開催（12回）。 
 ○ひきこもり相談センターの機能充実 
  ・専門相談窓口として、医療、心理、福祉など多職種の

チームアプローチによる相談支援の実施。 
  ・関係機関への後方支援、ネットワークの構築、情報発

信などを総合的に実施。 
 ○ひきこもり専門相談 
  ・「ひきこもり専門相談ダイヤル」「ひきこもり専門Ｗｅ

ｂ相談」の実施。 
  ・Ｗｅｂ会議システムを活用したオンライン相談の実施。 
  ・来所相談やアウトリーチ（訪問）による継続相談の実

施。 
○当事者会の開催（拡充） 
・参加者の個別性やニーズに応じた当事者会等の開催（12

回程度） 
・農業体験等の体験型当事者会の開催（２回程度） 

 ○ひきこもり支援関係機関ネットワーク会議の開催 
 ○市民向けひきこもり講演会や出前講座の実施（15回程度） 
 ○従事者向け研修会・事例検討会の開催（15回程度） 
 ○面接相談・訪問相談にかかる外部委託など 
 ○普及啓発事業（新規） 
  ・市民のひきこもりに関する知識や理解を深めていただ

くため、あかし市民図書館でひきこもりに関する掲示
を行う。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

相談支援課 

6,585 

 

 

 

国・県 14,082
起 債 0
その他 0
一般 -7,497
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④ インクルーシブのまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

59 自殺対策の充実 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
「子ども・若者の自殺対策」及び「自殺予防ゲートキー

パーの養成、活動支援」など優先的に取り組むべき事項を
示した明石市自殺対策計画の中間評価を踏まえ、「誰も自殺
に追い込まれることのないやさしいまち」の実現を図るた
め、相談体制の充実と自殺対策の強化を図る。 

 
【事業内容】 

○自殺予防ゲートキーパーの養成・ＳＯＳの出し方教育 
・自殺の危険を示すサインに気づき、声をかけ、話を聞

き、見守る「ゲートキーパー」の役割を担う人材の養
成を行う。 

・教員や児童に対し、ＳＯＳの出し方・受け止め方教育
の出前講座を行う。 

・必要な支援情報を盛り込んだゲートキーパー手帳を配
付し、活動を支援。（1,000部） 

 ○自殺対策ＳＮＳ等相談連携事業 
  ・ＬＩＮＥ（ライン）を活用した相談の機会を確保し、

状況に応じ具体的支援を実施。 
  ・ＳＮＳ相談専用アカウントの案内カードを増版し関係

機関へ配布。（2,000部） 
○相談体制の充実 

・精神保健福祉士など専門職を配置し、支援の質と専門
性向上を図るとともに、関係機関と連携しながら積極
的なアウトリーチ（訪問）支援を強化する。 

○自殺未遂者への支援の充実 
・消防局や救急病院との連携を強化し、自殺未遂者と家

族にＳＮＳ相談など相談窓口案内カードを配布するほ
か、早期支援を行うことにより再企図を予防。 

〇インターネット検索連動型広告の実施 
○地域連携レベルでの自殺対策の推進 

・市自殺対策推進会議の開催により、自殺予防の包括的
な支援が行えるよう関係機関等によるネットワークを
構築し、地域連携のレベルで自殺対策を総合的に推進。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

相談支援課 

4,437 

 

 

 

国・県 2,812
起 債 0
その他 0
一般 1,625
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⑤豊かな自然を活かしたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

60 脱炭素社会実現

（ゼロ・カーボン

あかし）に向けた

取組 
  

 

（拡充） 

 

【趣旨・目的】 
脱炭素社会実現に向けた機運を高め、ゼロ・カーボンあ

かしの取組を加速化させるため、家庭及び事業所の脱炭素
化設備の導入等を支援するとともに、公共施設における脱
炭素化の取組を着実に推進する。 

加えて、企業価値の向上と地域経済の活性化につなげる
ため、環境と経済の好循環を目指した脱炭素経営の推進を
支援する。 

 
【事業内容】 

〇事業者向け脱炭素経営支援制度（新規） 
・市内事業者の脱炭素経営へ向けた取組を支援するため

の新たな制度を創設すると共に、各事業者の取組段階
に応じた支援の実施。 

・ステップ①（登録）：登録された事業者に対して、商工
会議所や金融機関等と連携し、ＨＰでの紹介やセミナ
ー、支援制度等の情報提供を行う。 

・ステップ②（実践）：脱炭素化に具体的に取り組む事業
者に対して、省エネ診断や設備の導入にかかる補助、
企業間のマッチング等を行う。 

・ステップ③（認証）：脱炭素化の取組が優れた事業者を
認証し、表彰する。 

 ＜省エネルギー相談支援＞（100万円） 
・専門家によるエネルギー見える化、省エネ診断 

 ＜設備導入支援＞ 
  ・自家消費型太陽光発電設備（300万円×３件） 

・電気自動車の普通充電設備（10万円×10件） 
・ＬＥＤ照明等の省エネルギー設備（50万円×50件） 
（新規）※国の物価高騰対応重点支援交付金を活用 

〇家庭向け脱炭素化設備導入支援事業（拡充） 
・太陽光発電設備及び蓄電池の普及を図るため、設備を

導入する市民に対する補助の実施。 
・ゼロエネルギー住宅普及に向けた事業者説明会の開催 

 ＜既存住宅向け＞ 
  ・太陽光発電設備（10万円×150件） 

・蓄電池（８万円×150件） 
 ＜新築住宅向け＞ 
  ・太陽光発電設備＋蓄電池セット（10万円×30件）（新規） 

〇公共施設の脱炭素化推進事業（拡充） 
・2030年までに設置可能な公共施設の50％に太陽光発電

設備の導入を目指し、まずは災害時に避難所となる小
中学校等に先行して導入。 

 ＜導入予定施設（規模）＞ 
  小学校２校（約238ｋＷ） 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

環境創造課 

236,000 

 

 

 

国・県 30,000
起 債 148,500
その他 0
一般 57,500
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⑤豊かな自然を活かしたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

61 住宅リフォーム

費用助成の取組 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  市民の良好な住宅環境の向上を図るとともに、市内産業

の活性化を図るため、市内施工業者による住宅等の省エネ
ルギー化やバリアフリー化に関する工事等の経費の一部を
助成する。 

 
【事業内容】 
 〇住宅リフォーム助成 

・対象者：市内在住で、住居を所有する者 
・対象工事：工事経費20万円以上の住宅改修・補修工事 
・助成額：上限10万円 (工事経費の10％以内)  
・募集数：50人 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

商工政策課 

5,000 

 

 

 

 

国・県 690
起 債 0
その他 0
一般 4,310

62 ごみの減量・再資

源化の推進（ゼ

ロ・ウェイストあ

かしの取組） 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  循環型社会の実現のため、ゼロ・ウェイストあかしを合

言葉に、再生資源のリサイクルなどごみの減量に取り組む。 
 
【事業内容】 
 〇単純指定ごみ袋の導入検討（新規） 
  ・単純指定ごみ袋の導入に向けて、袋の規格やデザイン   

を検討 
 〇家庭用生ごみ処理機等の助成 

・家庭における生ごみの減量を目指し、処理機等の購入
者への助成を継続（上限３万円×100人） 

 〇生ごみ処理機の導入 
  ・給食の調理くず、食べ残しを処理し、たい肥化させて、 
   環境教育と地域における循環型社会の形成を目指す。 
  ・１ヵ所での導入を予定 
 〇紙類の再資源化の推進 
  ・「Ｔａｃｏ箱」の活用等による紙類の分別回収促進 

・明石クリーンセンターにおける事業系機密文書の無料 
回収 

 〇地域におけるゼロ・ウェイストあかしの推進 
  ・ごみ減量推進員と連携した取組の推進 
  ・リユース活動等の取組の検討 

〇小学生用ごみ学習本の再編（新規） 
  ・小学４年生向けの環境学習用本について、最新の取組

や現状を盛り込み再編 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

資源循環課 

10,200 

 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 10,200
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⑤豊かな自然を活かしたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

63 新ごみ処理施設

の整備・運営に向

けた取組 
 

 

（継続） 

 

【趣旨・目的】 
新ごみ処理施設として、周辺環境の保全・地球温暖化対

策への貢献に加え、安全・安心・安定的な処理を行うため、
経済性・効率性を考慮した施設の整備・運営に向けた取組
を進める。 

 
【事業内容】 

〇新ごみ処理施設整備・運営事業者の選定 
〇旧大久保清掃工場ほか解体工事の着工 

※2025年度～2027年度 
 
＜施設整備・運営事業の概要＞ 

・事業期間：【施設整備】2026年度～2030年度 
【運  営】2031年度～2050年度 

・概算事業費：計810億円 
  （内訳）：施設整備費493億円（市負担額218億円） 

運営費20年間317億円 
※2024年度見積結果を精査 
※事業者選定における競争性を確保するた

め、価格点の満点に計648億円以下を設定 
・施設規模：焼却施設 276ｔ/日以下 

資源リサイクル施設 55t/5ｈ以下 
・事業方式：ＤＢＯ方式(公設民営、性能発注) 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

資源循環課 

668,280 

 

 

 

(債務負担行為分) 

【施設整備】 

 

【運営】 

国・県 160,074
起 債 427,600
その他 78,646
一般 1,960

国・県 14,246,261 

起 債 29,842,600 

一般(基 

金含む）
5,215,542 

国・県 0 

起 債 0 

一般(基 

金含む）
31,690,699 
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⑤豊かな自然を活かしたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

64 ネイチャーポジ

ティブの実現に

向けた生物多様

性保全の取組 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  ネイチャーポジティブ（自然再興）（※）の実現を図るた

め、生物多様性あかし戦略の改定や大久保北部の里山を活
かした自然体験や環境学習の場の提供、神戸市との連携に
よる市民啓発や在来種の保護などに取り組むほか、教育現
場と連携して環境教育の推進を図る。また、ネイチャーポ
ジティブに係る市民への普及、浸透を図るための啓発行事
を開催するなど、生物多様性の保全に向けた取組を推進す
る。 

 
（※）ネイチャーポジティブとは、生物多様性の損失を止め、

反転させ、回復軌道に乗せること。 
 
【事業内容】 

〇（仮称）水とみどりでつながる あかしネイチャーポジテ
ィブ宣言（新規） 

〇生物多様性あかし戦略の改定 
・「生物多様性国家戦略」との整合を図るとともに、本市

の地域特性に即した目標及び施策の設定 
  ・環境審議会自然環境部会の開催（４回） 
  ・自然観察会や勉強会の実施（４回） 
  ・タウンミーティングの開催（１回） 
  ・市民環境教育リーダーの育成 

〇大久保北部市有地の一部を里山として環境整備 
・自然体験や環境学習等の場として利活用 
・神戸市との連携による体験型の里山活用 

○神戸市との生物多様性に関する協定に基づく取組 
・生物多様性フォーラムや環境フェア等の開催 

  ・両市の市民を対象とした環境体験や学びの場の提供 
○特定外来生物の防除等 

  ・ナガエツルノゲイトウ被害拡大の防止 
  ・クビアカツヤカミキリ等、侵入初期の対策 

・アカミミガメの防除 
 〇教育現場との連携による環境教育の推進 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

環境創造課 

4,706 

 

 

プロジェクト

推進室プロジ

ェクト担当 

1,600 

 

 

 

 

国・県 1,500
起 債 0
その他 0
一般 3,206

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 1,600
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⑤豊かな自然を活かしたまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

65 豊かな海づくり

の推進 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
瀬戸内海の貧栄養化が課題となるなか、将来にわたり市民

が自然の恵みを享受できるよう、市民や漁業者、国・県など
と連携しながら、豊かな海の再生に向けた取組を推進する。
また、豊かな海づくりと脱炭素社会の実現を目指したブルー
カーボン生態系の創出に向けて、アマモ場の再生活動を行う
団体を支援する。 

 
【事業内容】 
 〇豊かな海づくり再生事業 

・海の栄養塩類を補うため、肥料を散布（施肥） 
・施肥の効果検証のため、海域の底質や底生生物に関す

るモニタリング調査の実施 
・マダコの産卵用たこつぼの設置 

 〇マダコ種苗の量産技術への支援 
 〇アマモ場の造成支援 

・アマモ場再生の取組を環境学習に活用 
 〇下水処理場での栄養塩管理運転 

・全ての浄化センターにおいて、放流水に含まれる窒素
量を増加させる栄養塩管理運転の実施 

 〇魚礁の設置 
  
【ＳＤＧｓの目標】 

    

豊かな海づく

り課 

20,000 

 

 

下水道施設課 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 20,000

66 ため池カルテの

作成による地域

資源の保全と活

用 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  ため池管理者の高齢化や受益地の減少に伴う人員の減少

により、ため池の適正な管理を続けることが困難になりつ
つあることから、ため池管理者だけではなく広く地域を巻
き込んで、ため池を地域の宝として「まもる」「いかす」「つ
なぐ」ため、市内全てのため池をデータベース化したカル
テを作成・公表し、多面的機能の見える化を図る。 

 
【事業内容】 
 〇ため池カルテの作成・公表 
  ・ため池管理者を始め地域住民などの協働により作成 

・歴史や維持管理など口伝の情報について地域に聞き取
り、次代に伝えるための動画などを作成 

  ・内容：水管理の手法や風習、集水域や受益農地、はん
濫域、治水活用の有無、歴史、文化、景観、自然環境
など 

  ・スケジュール 
   2024年：掲載内容、調査方法の整理など 
   2025年：調査の実施 
   2026年：調査の実施、完成・公表 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

農業振興課 

4,000 

 

 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 4,000
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⑥ にぎわいのあるまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

67 大蔵海岸の魅力

向上の取組 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  大蔵海岸の魅力を市内外に発信し、世界一のビーチスポ

ーツ・スポットを目指すため、既存施設の改修や各種スポ
ーツイベントの開催、インクルーシブビーチの取組など、
大蔵海岸の賑わいにつなげる取組を進める。 

  また、神戸マラソンが大蔵海岸まで延伸されることから、
安全な大会運営に取り組む。 

 
【事業内容】 

〇「（仮称）大蔵海岸みらいプロジェクト」の実施（新規） 
  ・2024年度の「大蔵海岸活用内部検討チーム」の検討結

果を受けて、さらなる検討を進めるための「（仮称）大
蔵海岸みらいプロジェクト」を立ち上げる。 

 〇既存施設の改修 
大蔵海岸を世界に誇れるビーチスポーツ・スポットと

して、また誰もが安心して楽しみくつろげる憩いの空間
とするため、既存施設の改修を行う。 
・施設の改修：ベビールームの新設、シャワー施設入口

の改修及び給湯設備の更新 
・事業費：7,000千円 

〇神戸マラソンの開催協力（新規） 
神戸マラソンのコースが大蔵海岸まで延伸されること

から、大会が安全に支障なく開催できるよう、実行委員
会事務局等と連携・協力しながら取組を進める。 

  ・開 催 日 2025年11月16日(日) 
  ・出走者数 約２万人 

〇イベントの開催 
  ・（仮称）ＡＫＡＳＨＩ ビーチスポーツフェスタｉｎ 

ＯＫＵＲＡ 
開催時期：９月 
種目：ビーチサッカー、ビーチテニス、ビーチヨガ 等 

  ・全日本ビーチバレーボール U－23男女選抜優勝大会 
   開催時期：７月 
 〇障害のある人の海水浴体験会（インクルーシブビーチプ

ロジェクト）（新規） 
  ・実施場所：大蔵海岸 

・実施回数：年２回（内1回は講習会を兼ねる） 
・今後の本格的な運営に向けた調査・検討 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

海岸・治水課 

7,000 

 

 

産官学共創課 

2,000 

 

 

文化・スポー

ツ室スポーツ

振興担当 

970 

 

 

インクルーシ

ブ推進課 

1,200 

 
 

国・県 0
起 債 6,300
その他 0
一般 700

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 2,000

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 970

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 1,200
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⑥ にぎわいのあるまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

68 本のまち明石の

取組 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  こどもから大人まであらゆる人が本に親しみ、本のある

場所で様々な本や人との出会いを楽しむことができるよ
う、新たな図書館の開館を含め、本のまちビジョンに基づ
く様々な取組を行い、ハード・ソフトの両面から「本のま
ちづくり」を推進する。 

 
【事業内容】 
 ○二見図書館（ふたみん）の運営 
   誰もが買い物ついでに気軽に立ち寄りたくなる図書館

をコンセプトとして、こどもから大人まで過ごしやすい
居場所で、交流や情報交換もできる空間（リビング＆ラ
イブラリー）を創出する。 
・開館時期：2025年４月１日 
・面積：約540㎡ 
・蔵書冊数：約３万冊（開館当初は約1.5万冊） 
・運営費：約7,000万円／年 

 ○西明石図書コーナー開設に向けた選書業務 
西明石地域交流センター（icotto）内に図書館機能を

整備するため、選書等の資料（図書）収集業務に着手す
る。 

 ○シンポジウムの開催 
   本のまちビジョンの策定を契機に、本のまち明石をさ

らに一層推進していくためのシンポジウムを開催する。 
  ・登壇者：本のまちづくり推進アドバイザー 

本のまち大使 ほか 
  ・開催時期：2025年６月頃 
  ・開催場所：未定 
 

（主な継続事業） 
○あかし市民図書館・明石市立西部図書館の管理運営 

  〇移動図書館車の巡回 
  〇ブックスタート・ブックセカンドの実施 

 〇あかし保育絵本士の養成 
 ○補助制度によるブックスポットの更なる拡充 

○学校図書館の蔵書の充実 
〇学校図書館における読書バリアフリー環境整備 
○学校司書の配置 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

プロジェクト

推進室本のま

ち担当 

586,059 

 

 

教育企画室 

26,189 

 

 

 

 

 

国・県 0
起 債 51,700
その他 3,131
一般 531,228

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 26,189
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⑥ にぎわいのあるまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

69 西明石地区活性

化に向けた取組 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
西明石活性化プロジェクト協議会にて示された地域共通

の最優先課題の解決に向け、「ＪＲ西明石駅及び駅周辺の安
全性と利便性の向上」「地域交流拠点の充実」を図るため、
旧国鉄清算事業団用地、ＪＲ西明石社宅用地等の開発を含
めたエリア全体のまちづくりについて、ＪＲ西日本と連携
しながら取組を進める。 

また、上ケ池公園を自然豊かな西明石北エリアのハブ拠
点とするため、行政と地域住民等が協議する場を設け、公
園の魅力向上に向けた取組を推進する。 

 
【事業内容】 

〇駅前広場の整備 
・駅ビル、駐輪場のオープンにあわせた暫定整備を行う。 
・供用開始：2026年度（予定） 

〇アクセス道路の整備 
・測量や物件調査を行いながら、用地取得を進める。 

〇西明石地域交流センターｉｃｏｔｔｏの整備 
・サンライフ明石に図書館機能を加え、地域交流拠点と

して移転整備するための工事に着手する。 
・供用開始：2026年度（予定） 

 〇パークマネジメントチームの設置（新規） 
・上ケ池公園にかかる、行政と地域住民等の協議の場を

設置し、現状の把握及び運用ルールの見直しを行う。 
・社会実験として多様なイベントなどを開催し、その効

果検証を行う。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

      

プロジェクト

推進室プロジ

ェクト担当 

1,363,680 

 

 

緑化公園課 

500 

 

 

 

国・県 635,000
起 債 652,500
その他 0
一般 76,180

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 500



56 

 

⑥ にぎわいのあるまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

70 大久保駅周辺市

有地の利活用に

向けた取組 

 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  市内の中央に位置する大久保地域の更なる魅力向上を図

るため、2024年度策定予定の「大久保駅周辺市有地の利活
用に関する全体構想」に基づき、市有地利活用に向けた取
組を進める。 

 
【事業内容】 
  大久保市民センターを中部地区保健福祉センター用地へ

移転整備し、大久保市民センター跡地は民間活用を検討す
る。 

ＪＴ跡地公共公益施設用地は、緑豊かでゆとりのある公
園や広場、図書館、交流施設の整備により、防災機能や文
化交流機能の導入を検討する。 

 
〇中部地区保健福祉センター用地の利活用（拡充） 

（2025年度） 
・利活用に関する基本計画を策定し、新施設を整備す

る事業者の選定を行う。 
（2026年度以降） 

・新施設の設計・建設工事を行い、大久保市民センタ
ーの移転に向けて取り組む。 

〇ＪＴ跡地公共公益施設用地の利活用（拡充） 
（2025年度） 

・施設整備までの間、市民が利用できるように、一部
を暫定的に広場として整備し、暫定利用しながら当
該地の利活用について検討する。 

（2026年度以降） 
・基本計画を策定するなど、施設整備に向けた取組を

進める。 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

      

プロジェクト

推進室プロジ

ェクト担当 

10,500 

 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 3,031
一般 7,469

71 スマートインタ

ーチェンジ設置

に向けた検討 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  大久保インターチェンジ周辺の渋滞解消や利便性の向上

を図るため、スマートインターチェンジの設置に必要な調
査等を行う。 

  
【事業内容】 

○スマートインターチェンジ設置調査委託 
  ・内容：石ヶ谷公園における梅林の保全を前提とした整

備ルート及び総事業費等の調査・検討 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

プロジェクト

推進室プロジ

ェクト担当 

3,000 

 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 3,000
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⑥ にぎわいのあるまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

72 旧市立図書館跡

地の利活用に向

けた取組 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  県立明石公園内に県の設置許可期限を過ぎて残存してい

る旧市立図書館について、施設撤去費用の大幅な負担軽減
及び明石公園の更なる魅力向上を図るため、旧施設の撤去
及び新施設の整備に向けた取組を進める。 

 
【事業内容】 
 〇コンセプト 

・「いつでもみんなをやさしく包む居場所」 
 〇主な機能 
  ・自然の中で心地よく過ごせる居場所としての機能 
  ・みんなが自由に集まり交流できる機能 
  ・明石公園でのさまざまな活動を支援する多目的な機能 
 〇導入施設（例） 
  ・建物部分 

多目的ホール、学習室、会議室、フリースペース、 
ギャラリー、ラウンジ、コワーキングスペース等 

・屋外空間 
   芝生、ベンチ、休憩施設、防災施設、 

日除け・雨避け屋根、園路等 
 〇総事業費 
  最大16.6億円 
 〇建物部分の想定延床面積 
  500㎡～800㎡ 

〇2025年度 
・旧市立図書館解体設計及び解体工事 
・新施設設計に向けたワークショップの実施 

 〇2026年度以降 
・旧市立図書館解体工事 
・新施設の設計及び建設工事 
・供用開始：2027年度（予定） 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

プロジェクト

推進室プロジ

ェクト担当 

100,090 

 

 
 

国・県 50,000
起 債 45,000
その他 0
一般 5,090

73 明石駅前広場歩

行者デッキの東

側延伸に関する

取組 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  明石駅周辺の回遊性を高め、更なる賑わい創出を図るた

め、ＪＲ・山陽電鉄明石駅東側の民間開発に併せ、駅前の
既設ペデストリアンデッキを駅東側の商業施設まで延伸す
る。 

 
【事業内容】 
  2025年度  ：測量、設計 
  2026年度以降：工事 
  
【ＳＤＧｓの目標】 

  

プロジェクト

推進室プロジ

ェクト担当 

20,000 

 

 
 

国・県 0
起 債 18,000
その他 0
一般 2,000
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⑥ にぎわいのあるまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

74 明石市観光振興

基本構想の改定

に向けた取組 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  2011年に「明石市観光振興基本構想」を策定して以来、

これまで改定を行っておらず、新たな観光に関するブラン
ディングを練り直すとともに、観光基本構想の改定を行う
ため、来街者や市内観光事業者のニーズや現状等を把握す
る観光実態・ニーズ調査を行う。 

 
【事業内容】 
 〇観光実態・ニーズ調査の実施（新規） 

①来街者調査 
直近１年間に明石へ来訪経験のある方を対象に、来

訪目的や場所、滞在時間、観光消費額等の調査を行い、
旅行者ニーズや行動傾向の把握を行う。 

  ②観光関係機関・団体等へのヒアリング調査 
    市内で観光、産業振興の取組を行う団体（明石商工

会議所や兵庫県園芸・公園協会など）や広域的な観光、
商品企画の取組を行う団体（ＪＲ等公共交通機関や旅
行会社など）を対象に、現状の取組内容や課題、今後
の方向性などのヒアリングを行う。 

  ③事業所調査 
    明石商工会議所観光部会や明石市商店街連合会等を

通して、市内店舗における観光客の受入状況や観光振
興策への参画意欲等、受入側の状況調査を行う。 

○上記調査結果をもとに、2026年度中に観光基本構想の改
定を行う（予定）。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

シティセール

ス課 

4,000 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 4,000
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⑥ にぎわいのあるまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

75 天文科学館の魅

力向上に向けた

取組 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  1998年の震災後のリニューアルから26年が経過し、空調

設備等の改修が必要なため、施設の大規模修繕を行うとと
もに、工事期間中、天文科学館を休館する。 

  また、休館中においては、オンライン配信等により、天
文科学館の魅力発信に努めるとともに、移動式プラネタリ
ウムの活用等により、学校園における学習の機会を確保す
る。 

   
【事業内容】 
 〇全天周映像用プロジェクターの更新 

・プラネタリウムに全天周映像を映し出すためのプロジ
ェクターを更新する。 

 〇プラネタリウムドーム音響設備修繕 
 ・スピーカーや音響ミキサー等の修繕を行うことで、よ

り良い音響空間でのプラネタリウム体験を実現する。 
〇空調設備改修及び照明ＬＥＤ化工事 

 〇外壁改修及び屋上防水工事 
 ・屋上（４階日時計広場）については、人工芝やクッシ

ョンシートを採用するなど、安全性や美観を高めるこ
と、憩いの場としての魅力を向上する。 

 〇エレベーター修繕 
 〇天体望遠鏡制御機器修繕 
 〇休館期間 
  ・2025年10月から2026年６月まで（予定） 

〇休館期間中の取組 
  ・移動式プラネタリウムの活用 
  ・館外での天文講座、特別展などの積極的な実施 
  ・オンライン配信の充実 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

天文科学館 

591,700 

 

 

 

 

国・県 0
起 債 532,500
その他 0
一般 59,200

76 文化博物館のあ

り方の検討 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  開館後、30年以上が経過している文化博物館について、

施設の改修や展示物のリニューアルへの対応を図るととも
に、市民に愛着と誇りを持ってもらえる博物館となるよう、
今後のあり方について検討を行う。 

 
【事業内容】 
 〇ぶんぱくあり方検討会の開催（５回程度） 

＜主な検討事項＞ 
・市民が何度でも訪れたくなるような博物館を目指し

たビジョンや方向性 
・ロビーやテラスの有効活用のほか、誰にもやさしい

展示のあり方 
 〇ワークショップ等の開催 
   より幅広い視点から文化博物館に関する意見を聴取し、

あり方検討会での議論に反映させるため、ワークショップ等
を開催する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

文化・スポー

ツ室 

937 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 937



60 

 

⑥ にぎわいのあるまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

77 都市景観形成基

本計画の改定及

び景観法に基づ

く景観計画の策

定 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
  明石らしい景観形成を積極的に推進するため、新たな景

観施策の展開として、現在の都市景観形成基本計画を改定
するとともに、景観法に基づく景観計画を新たに策定し、
法による誘導と規制を活用することで地域特性を活かした
きめ細かな景観誘導を展開する。 

 
【事業内容】 
 〇計画の概要 

・あかしＳＤＧｓ推進計画などの上位計画や市民との対
話を踏まえ、都市景観形成基本計画を改定し、基本計
画での方向性を実現するために景観計画を策定する。 

・景観計画の内容 
計画区域、良好な景観の形成に関する方針、行為の
制限に関する事項など 

・計画の実効性を担保するため、都市景観条例を改正 
 〇スケジュール 
  ・2024年度：市民アンケート、ワークショップ実施 

計画の素案作成 
・2025年度：都市景観形成基本計画の改定、景観計画の

策定、都市景観条例の改正提案 
 

【ＳＤＧｓの目標】 

  

都市総務課 

3,000 

 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 3,000

78 都市公園の魅力

向上の取組 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  公園のさらなる魅力向上を図るため、市民ニーズを踏ま

えた公園施設の整備を行い、スポーツの振興や子育て環境
の充実などに取り組む。 

 
【事業内容】 

〇明石中央体育会館のリニューアル 
  ・設備の老朽化対策として、空気調和機の更新を行うと

ともに、高圧受変電設備の更新やトイレの改修に向け
た実施設計を行う。 

 〇バスケットゴールの設置 
  ・気軽にバスケットボールを楽しむことができる環境整

備に向け、地域の合意形成が図れた公園などにおいて、
バスケットゴールを設置する。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

緑化公園課 

213,740 

 

 
 

国・県 96,495
起 債 101,800
その他 0
一般 15,445

79 明石市中小企業

奨学金返済支援

事業の導入 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  市内の中小企業の人材確保や勤労者支援に加え、若年者

の地元就職及び定着支援を図るため、若手従業員の奨学金
返還を支援する中小企業に対して補助を行う。 

 
【事業内容】 
 〇兵庫型奨学金返済支援制度を導入した中小企業への補助 
  ・制度の対象となる中小企業への上乗せ支援（従業員１

人につき上限３万円（年間返済額の1/6以内）） 
  ・負担割合：県2/3、企業1/3→県2/3、企業1/6、市1/6 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

商工政策課 

600 

 

 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 600
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⑥ にぎわいのあるまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

80 中小企業にかか

る創業支援等の

取組 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
  市内産業の更なる振興を図るため、新たなビジネスチャ

ンスの創出や課題解決などに繋げることを目的とした、ビ
ジネスコミュニティサイトの運営を支援するほか、新商品
や新サービスの開発、販路の開拓・拡大にチャレンジする
事業者の取組を支援するなど、中小企業の創業支援等に取
り組む。 

 
【事業の内容】 

〇ビジネスコミュニティサイトの運営支援 
 ・登録者同士のオンライン交流により、新たなビジネス

チャンスの創出や課題解決などに繋げるサイトの運営
に対する補助 

 〇チャレンジ・スタートアップ事業者支援補助（拡充） 
・内容：新商品や新サービスの開発及び販路の開拓・拡

大のために必要な経費の補助 
・対象者：市内に本社・本店（主な活動拠点）が所在す

る中小企業者（個人事業主を含む） 
・助成額：上限50万円（対象経費の2/3以内） 
・募集数：６件→10件 

 〇商店街若者・女性新規出店チャレンジ応援事業補助 
  ・内容：商店街の空き店舗への新規出店・開業のために

必要な経費の補助 
  ・対象者：若者（令和７年４月１日現在50歳未満）また

は女性 
  ・助成額：上限75万円（対象経費の1/6以内） 

（県と合わせて1/3） 
  ・募集数：１件 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

  

商工政策課 

8,250 

 

 

 

 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 8,250

81 明石市公設地方

卸売市場のあり

方の検討 
 

 

（継続） 

【趣旨・目的】 
開場から48年目を迎え、老朽化が著しい明石市公設地方

卸売市場について、現在の取組内容や抱える課題を踏まえ
ながら、卸売市場自体の役割や機能、課題などを含めた今
後のあり方について検討する。 

 
【事業内容】 
 〇明石市公設地方卸売市場のあり方検討委員会の開催 

（2025年度～2026年度 特別会計債務負担：10,000千円） 
  ＜主な検討事項＞ 
   ・卸売市場が持つべき役割及び機能 
   ・開設者・運営者について 
   ・再整備を含めた卸売市場のあり方 
   ・施設の必要規模 
 〇サウンディング型市場調査の実施 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

商工政策課 

570 

 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 0
一般 570
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⑥ にぎわいのあるまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

82 野々池貯水池廃

止に伴う今後の

あり方の検討 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  水源転換により野々池貯水池を廃止するため、貯水池の

跡地利用及び水道施設の再整備について検討を進めるとと
もに、農業用水の確保を図る。 

また、林崎掘割水路の維持管理等について、地元農業者
との合意形成を図りながら、支援を行う。 

 
【事業内容】 

《水道局》 
  〇野々池貯水池の跡地利用の検討 

・野々池貯水池の現況、法令関連、用地条件等の整理 
・他自治体の事例などの調査 
・市への売却、貸付及び民間事業者への売却等につい

ての検討 
・環境面からオフサイトＰＰＡによる太陽光発電設備

の導入など可能性の検討 
・2025年度：跡地利用の方向性を決定 

       委託費 20,000千円 
 

《農業振興課》 
〇代替水源の確保に必要な施設の整備 

   ・水源井のポンプ等の改修 3,000千円 
   ・水源井から水路への送水管等の整備 2,000千円 
  〇林崎掘割水路に関し、主に以下の点を検討 
   ・代替水源の確保 
   ・堀割水路の歴史的・文化的価値の確認と保全のあり 
    方 
   ・農業者、地域住民、財産管理者である神戸市などと

の連携を踏まえた堀割水路の維持管理の仕組みづく
り 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

    

水道局総務担

当 

20,000 

 

 

水道局浄水担

当 

 

 

農業振興課 

5,000 

 
 

国・県 0
起 債 0
その他 20,000
一般 0

国・県 0
起 債 3,700
その他 0
一般 1,300

83 魚住東部地区の

農業振興の推進 
 

 

（新規） 

【趣旨・目的】 
  ＪＲ西日本による新幹線車両基地の計画中止を受けて、

魚住東部地区における農業の生産基盤強化及び担い手の育
成支援など農業振興を図るため、地元農業者の意見を聞き
ながら、今後の方向性について、スピード感を持って検討
していく。 

 
【事業内容】 
 〇ほ場整備、施設整備等の検討 
  ・農業の生産性の向上を図るため、パイプライン整備等、

農業者のニーズに応じた整備を検討する。 
 ○担い手の育成支援の検討 
  ・規模拡大や高収益作物への転換など、所得向上を図る

取組を検討し、担い手の育成支援を行う。 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

農業振興課 
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⑥ にぎわいのあるまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

84 農業経営・新規就

農者への支援 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
農業人材の一層の呼び込みと定着を図るため、経営開始

時の投資を基本とする経営開始資金等を交付することで、
新規就農者を支援するとともに、持続性の高い農業の実現
に向け、環境に配慮した資材の購入に対して支援を行う。 

また、物価高騰に伴う酪農業者や施設園芸農業者等の経
営を支援するため、電気使用料金の助成を行う。 

 
【事業内容】 

○経営発展への支援 
・就農後の経営発展のために、機械・施設等の導入を支

援 
・補助対象事業費上限1,000万円 

（経営開始資金の交付対象者は上限500万円） 
・負担割合は、国50％、県25％、本人25％ 

〇新規就農者の経営開始への支援 
・認定新規就農者の経営開始資金として、年間150万円を

支援 
・負担割合は、国100％ 

○研修期間中の研修生への支援 
・研修生の就農準備資金として、年間150万円を支援 
・負担割合は、国100％ 

〇経営継承への支援 
・地域計画に位置付けられた経営体等の経営を継承した

後継者が、経営継承後の経営発展に関する計画を策定
し、同計画に基づく取組を行う場合に必要となる経費
を支援 

・負担割合は、国50％、市50％ 
○持続性の高い農業への支援① 

・減化学肥料、減農薬を目的として、環境に配慮した資
材の購入費用の一部を支援 

・負担割合は、市20％、本人80％ 
○持続性の高い農業への支援② 

・減化学肥料栽培に繋がる緑肥作物（ヘアリーベッチ、
レンゲ等）の種子購入費用の一部を支援 

・負担割合は、市50％、本人50％ 
 ○物価高騰に伴う電気使用料金の助成（新規） 
  ・対象者：酪農業者、施設園芸農業者、農業水利施設を

管理する土地改良区や水利組合等 
  ・助成：施設において使用する電気使用料金の高騰分 
      酪農施設、園芸施設（６月分～10月分） 
      農業水利施設（４月分～10月分） 
  ・財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活

用 
 
【ＳＤＧｓの目標】 

     

農業振興課 

12,800 

 

 

 
 

国・県 10,800
起 債 0
その他 0
一般 2,000
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⑥ にぎわいのあるまちづくり 
（千円） 

No 項目 内  容 課名、予算額 

85 有害鳥獣の被害

防止に向けた取

組 
 

 

（拡充） 

【趣旨・目的】 
近年、アライグマ、ヌートリア、イノシシなどの有害鳥

獣による一般家庭及び農産物への被害が増加しているほ
か、在来生物への悪影響など、対策が必要となっているた
め、有害鳥獣の防除に関する適切な対策を講じ、「市民の安
全」「農作物」「自然環境」を守る。 

 
【事業内容】 
 〇有害鳥獣防除対策 
  ・捕獲数（2023年実績）：アライグマ188頭 

ヌートリア89頭 
イノシシ27頭 

・一般社団法人兵庫県猟友会明石支部と連携し、罠の設
置や捕獲、殺処分、放獣（捕獲対象外動物）等の対策
を講じる。 

 
【ＳＤＧｓの目標】 

   

農業振興課 

4,000 

 

 

 

 

 

国・県 2,000
起 債 0
その他 0
一般 2,000

 


